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Abstract
序 章 本論文の課題と方法
１．本論文の課題
本論文は，新疆・ウイグル自治区における郷鎮企
業の形成・展開過程において問題となっている点を
明らかにし，その展開・存続要因を明確にしようと
するものである。このテーマは，これまで中国で主
に議論されてきた，中央政府の政策的な誘導要因に
も大きく影響するが，主に新疆・ウイグルという地
域性，特に地域農業の展開（内生的な展開）に関連
するという視角から，地域農業の展開が郷鎮企業の
形成・発展にどのように関連するのかを検討する。
新疆・ウイグルにおける郷鎮企業の形成・展開は，
これまでほぼ順調に成長・推移してきたが，最近そ
の成長は鈍化してきている。そこには，様々な問題
点がある。その問題点・要因を明確にすることが，
今後，新疆における郷鎮企業の展開・発展につなが
ることであり，地域の農民や労働者・住民の所得の
向上になると考えるからである。
中国では1978年の〝三中全会"以降に始まった全
国の農村・農業改革は，農地の請負経営の実施を中
心にして推進された農業生産責任制の導入であっ
た。この制度は，個別農家を基本的に経営単位と位
置付けたものであり，これによって，人民公社が解
体した。すなわち農業生産責任制の導入，家庭副業，
個人経営活動の承認，そして1983年３月における人
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民公社の解体などにより，かつて，「潜在的過剰人
口」，「潜在的余剰労働力」そして「人民公社」組織
のなかに抱えこまれてきた労働力という顕在化した
余剰労働力が農村で出現し，これらのすべてを農村
で吸収できないようになり，農村において非農業産
業を発展させていくことが必要となった。
農村でのこのような政策の導入は，農村における
産業経営体制の改革を引き起こし，農村の産業構造
に大きな変化がもたらされた。さらに，中国で行わ
れている社会主義市場経済化の進展に伴い，中国の
産業構造，特に企業別構造でも変容を遂げると同時
に，これまで重工業化を中心とした計画的な経済発
展形態を破棄し，農村内において農業・工業という
二重構造を出現させた。これは国家による農村過剰
人口である農民，あるいは社隊企業の経営者に経営
意欲を喚起させたものであり，これによる自発的活
動を制度的に保障するという柔軟な政策であった。
その政策の一つの内容として最初採用されたのは，
1979年の国務院が提出した「社隊企業の発展に関す
る若干の問題」という声明の公布である。その公布
では，独立採算を基本とした経営活動を全面的に発
展させるということを承認したのである。こうした
政策の転換は中国における農村の経済活動を活性化
させる契機となった。1982年においては農林部が，
社隊企業に対する経営責任制，財務管理という企業
の経営管理を重視すると同時に，税制の変更など，
企業の健全な発展を目指す目的で「社隊企業の整頓
工作座談会」を開催し，社隊企業の改革に関する方
針を打ち出すのである。そのほか，1984年から農牧
漁業部が「全国社隊企業工作会義」，「郷鎮企業の育
成は農村経済振興の路」という郷鎮企業の発展に関
する制度・政策を打ちだす。それと同時に，「社隊企
業を『郷鎮企業』に改名し，養鶏のような色々な農
家副業を中心にした個人企業や合作企業も郷鎮企業
の概念の中に包括された。その結果郷鎮企業は集団
所有制企業のみならず個人経営企業も，農村経済の
振興と発展に寄与するものであれば郷鎮企業として
認識され，経営活動が許可されたのである。これら
は郷鎮企業の発展に機会を与えたものとなってい
る。
こうして最初の集団所有制を中心として誕生した
郷鎮企業は，28年余の歳月を経過したが，この間経
済改革の進展により最も強く影響を受けたのが個人
経営企業で，この間９割以上の比重を占めるように
なった。また，産業別でも農村で発展しはじめた非
農業産業としては，軽工業をはじめとする製造業の
第二次産業だけではなく，商業，サービス業など，
一次産業から三次産業までと極めて多様であり，現
在では，国民経済的にも無視が出来ないものとなっ
た。特に，1984年以降これは高速な発展時期に入り，
国民生産の発展，経済の活性化，農村余剰労働力の
吸収，農村工業化の推進などの面で重要な役割を果
たすのである。1996年では，郷鎮企業は国民経済に
とって有益な補充的組織になるだけでなく，その規
模は国民経済総量の３割になった。また，郷鎮企業
の発展による資金蓄積の増加は，国家財政の重要な
歳入源となっているだけでなく，地方の財政収入に
占める比重を高めた。こうしたことから，中国にお
ける郷鎮企業の発展は地域の諸条件との関連で展開
してきている。すなわち，商業，工業，農業と結び
つきを深めて，展開してきたといえる。中国の郷鎮
企業の展開を，地域別にみると，東部・沿海部では，
1980年代から中国経済発展の重点となったことと
政策的な誘導による工業中心の郷鎮企業が形成・展
開し，地域の経済の発展にも大きく貢献してきてい
る。西部地域では，農業が中心であり，それとの関
連で農業中心，農業と関連する郷鎮企業が形成・展
開してきている。このような郷鎮企業の発展に伴っ
て，中国の経済は，世界中で注目されるほど急速に
発展し，農牧民の所得も益々高まってきている。
しかし，改革・開放で形成・発展した郷鎮企業に
よって，大農業国である中国が抱えている農村地域
における農業・農民問題のすべてを解決したわけで
はなく，改革・開放の実現による新たな問題が発生
してきているのである。それは中国における郷鎮企
業の発展が最近比較的緩慢であることから農村労働
力の就職圧力が完全に解決されていないこと，産業
面では地元に住んでいる農民たちに生活・生産と直
接関係がある農産物加工や飲食，商業等各部門の発
展が不足していること。また，中国における各地域
の間で出てきている不均等な発展により郷鎮企業の
発展上での差が拡大してきている。さらに，西部地
域の中，例えば新疆ウイグル自治区のような地域に
おける郷鎮企業の成長は鈍化してきている。
このような問題の原因としては，新疆ウイグル地
域の中心的な産業である農業と関連が強いとも考え
られる。このような緩慢な展開が本地域の経済の発
展を妨げることにもなっていると思われる。しかし，
新疆のなかでも地域によって，郷鎮企業の進展が著
しいところと，微進・衰退しているところがある。
本論文では，郷鎮企業の展開に中国全体にも地域性
があるように，新疆においても地域性があると考え，
地域の農業と関連する郷鎮企業の形成・展開要因を
検討し，この展開要因を明らかにしていくことを目
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的にしている。すなわち，ここでは，新疆における
郷鎮企業，とくに農業部門中心と農業関連の郷鎮企
業に焦点をあてて，既存統計・資料と実態調査から
その展開上での問題点を明確にし，展開・存続の可
能性を検討していくものである。
２．分析視角と分析方法
⑴ 分析視角
１）諸説の検討
郷鎮企業は中国の農村経済の発展，農村の都市化
の実現，過剰な農村労働力の吸収及び農村経済の発
展，農家経済の展開という面で，大きな役割を果た
してきている。このような企業に対する研究は，1980
年代から始まったが，中国内で郷鎮企業と関係があ
る研究成果の発行や統計年鑑などの資料で整理され
てきた。このことで中国内における研究者の間だけ
でなく，海外での中国との経済関係に関する研究が
先進国に注目され，それに関する研究が進んできた。
海外では中国の農村における郷鎮企業に対する研
究，その中でも特に郷鎮企業の形成・成長という姿
を深く把握しようとした研究が多いのである。この
ような研究成果を要約すると次のとおりである。
１）小林誠・山本聡の説―政府の政策視点からの
分析
まず，小林誠・山本聡（1994年）氏は中国・郷鎮
企業の現状と課題を明らかにしている。すなわち改
革にもかかわらず，現在でも業績不振に苦しんでい
る国有企業とは対照的に，郷鎮企業がこのように急
速に成長を遂げることができた要因とは一体何なの
であろうかという視点から，中国経済の高成長を牽
引してきた郷鎮企業の発展要因について国有企業と
の比較検討を通じて，郷鎮企業の優位性を明らかに
した。そして，郷鎮企業が今後さらに成長を遂げて
いくための最大の課題として，郷鎮企業が計画経済
の枠外で市場経済メカニズムによる激しい競争にさ
らされ，比較的大きな経営自主権を持つことでフレ
キシブルな経営を行っている点を指摘された。かれ
らは郷鎮企業の制約要因を明らかにした時は，内陸
ではインフラの未整備が存在して，内陸における郷
鎮企業の成長と沿海部における郷鎮企業の成長は同
じレベルではなく，それぞれの郷鎮企業の間での格
差が益々拡大してきている。それは地域差をもたら
してきている原因の一つとなったと指摘している。
しかし，そのインフラの未整備の原因が何かを具体
的には論述していない。そのほか，かれらが論述し
たとおり，各地域における郷鎮企業の成長で，拡大
されてきている差が沿海部と内陸という地域差，農
牧民一人当たりの収入差の拡大をもたらしてきてい
る原因の一つとなっていると考えられる。しかし，
実際には内陸と沿海部における郷鎮企業の成長の差
はそれだけでの要因ではないと考えられる。企業の
存在形態を規定する要因としては，資金・原材料・
労働力，また生産技術・製品・市場に関する多様化
な情報も必要である。中国では第７次５ケ年計画に
おいて中国経済地域は，東部沿海地域，中部地域，
西部地域という３つの経済地域に分けられた。東部
沿海地域に対しては経済解放区・経済特別区が認め
られると同時に，沿海地域に対しては先導性という
目的で財政，税金上での優先的な政策と自主権も提
供されたのである。中国政府の1980年から1995年
までの間で，国土面積の約12％を占める東部沿海地
域の基本建築事業に対して投資をした総投資の全国
基本建築投資総額の中での割合は，42.2％から
50.2％に達した。このような優遇的な政策措置と投
資が沿海部に偏ったことに基づいて，東部沿海地域
に集積する国営大型企業は技術・情報・人材の供給
を受けたのである。このような便益によって，農村
における建築業，交通及び商業等の部門の展開と，
農牧民の収入の上昇などの面でも良い条件がもたら
されたといえる。このような優遇的な政策を受けた
ことも郷鎮企業の発展を促進する要因となった。逆
に西部地域では1996年までこのような環境が無
かったことから郷鎮企業の成長にも一定の影響を与
えているし，農民の収入にも影響を与えている。
２）白砂説―人民公社解体視点からの分析
このような問題に対して白砂堤津耶氏（2000年）
は，1980年代初頭の人民公社の解体と「農業経営請
負制」の導入によって形成・発展してきた郷鎮企業
がどのような内容と役割を果たしているかを明らか
にすると同時に，『中国郷鎮企業年鑑』によるこれま
での成長・発展状況を，そしてその成果として農民
生産インセンティブが非常に高まったことと，農家
所得も飛躍的に上昇したことを明らかにした。また，
白砂堤津耶氏は，郷鎮企業の最大の貢献として「農
村の余剰労働力を，都市への移動を伴わず，農村内
で大量に吸収した点」をあげており，これが都市へ
の人口集中を軽減する役割を果たしたことを分析し
ている。また，農家所得の向上という面においては，
農村では郷鎮企業の主役と言われる郷鎮企業の工業
部門に就業する比率と農民一人当たり純収入に対す
る比較・分析をし，郷鎮工業に就業する比率が高い
地域の農民一人当たり純収入が間違いなく高くなっ
ていることを明らかにした。課題として，1980年代
に順調に成長を挙げた郷鎮企業が，1990年代に入る
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と市場が売り手市場から買い手市場へと変化し，品
質の高い製品を低いコストで生産できない企業は生
き残れなくなっているということから，高い雇用吸
収力が見られなくなったという問題に直面している
ことを明らかにした。
３）地域性の視点からの分析
国内でも郷鎮企業に対する従来の研究としては，
様々な研究が行われてきた。例えば，大氏は（1997），
沿海部では郷鎮企業の国営企業の特徴と言える資源
分配上での効率があることから，農村での過剰労働
力の吸収に大きな役割を果たしたことを明らかにし
た。関氏（1995）は，中国経済の地域的な研究の発
展に注目し，先進的な地域である沿海部にある江
省の南部を対象として郷鎮企業の展開と方向につい
て考察した。高・王氏（1997年）は，新疆ウイグル
自治区の改革・開放下の発展状況を把握するという
目的で，新疆ウイグル自治区の経済社会発展状況と
東部における経済社会発展の比較検討を行った。具
体的には，新疆の郷鎮企業と東部地域の郷鎮企業の
現状を比較検討する。同時に，沿海部と新疆におけ
る郷鎮企業間での差が拡大している要因を明らかに
した。主な要因として，人材不足，貧困人口が多く
企業を作る資金が不足していること。国の金融・財
政体制が改革された後，国営企業と郷鎮企業の借金
は規則での「一律的」政策によって，郷鎮企業のほ
とんどが借金をするのが難しくなってきたことの深
刻さが指摘された。矢氏（1998）は，郷鎮企業では
労働力集約的な中小企業が中心であり，過剰労働力
の吸収の面では重要な貢献を果たしてきたことを考
察した。章氏（2001）は，後進地域における郷鎮企
業の発展に注目し，後進地域である安徽省の固鎮県
をとりあげて，郷鎮企業の地域的な展開とその問題
点を明らかにした。ウマルジャン氏（2004）は，新
疆農村での過剰労働力の雇用吸収力に関する実証研
究をし，農村過剰労働力の解消について検討をして
いる。しかし，これまでの研究はいずれにしても，
全国レベル，あるいは工業化が進んだ先進的な地域
である沿海部における研究が中心であり，後進地域
で行われた研究としても郷鎮企業のこれまで果たし
た役割，特に労働力の雇用吸収力に関する研究が多
く，本論文で注目する農業生産を中心とした地域に
おける郷鎮企業と農業の関連に関する研究が扱われ
ていない。
２）分析視角
ここでは，後進地域である新疆ウイグル自治区に
おける郷鎮企業を対象にし，これまでふれられてこ
なかった，農業を中心とした地域における郷鎮企業
の発展過程に関する考察をする。つまり，後進地域
である新疆では郷鎮企業の発展は地域の経済，農業
の展開と不可分に結びついており，これに規定され
ている。また，新疆ではとりわけ農業展開がその郷
鎮企業の進展に影響を与えている。こうした視点か
ら，農業の地域的発展と郷鎮企業の展開がどのよう
に関連しているのか，農業の専門化，大規模化の実
現が郷鎮企業と関連し，そしてまた逆に，郷鎮企業
の展開が地域の農業規模や多角化の拡大に影響を与
えているのかを検討する。このような分析視角から
新疆における郷鎮企業の展開過程を明確する。
⑵ 分析方法
上記のような諸説の検討から，郷鎮企業の展開が
地域の農業と関連して展開するという地域性を重視
した分析視角から考察を進める。具体的な分析方法
としては，既存の統計資料，及び聞き取り実態調査
をもとに考察する。具体的には，①大きく北新疆と
南新疆に分け，地域の農業展開，及び郷鎮企業の分
析を行う。②また，郷鎮企業の類型としては，大き
く集団所有型と個人所有型に分けられる。この二つ
を具体的に考察することから研究課題の解明をは
かっていくことにする。
⑶ 本論文の構成概要
序章では，本論文の課題と分析方法を明らかにす
る。研究課題は，新疆における郷鎮企業の展開上の
問題点と展開の可能性について考察することであ
る。分析は，郷鎮企業の展開は地域産業・農業と関
連する地域性という視点・視角から行う。第１章で
は，郷鎮企業の形成を中国全体と新疆に分けて，政
策的な画期をもとに整理，検討し，形成背景を明ら
かにする。第２章では，新疆の地域産業の中心であ
る農業の展開を明確にし，それとの関連から郷鎮企
業の形成を検討する。第３章では，新疆における郷
鎮企業の事例をもとに大きく二つ（集団と私有）に
類型化することで把握する。さらに，新疆自治区の
特徴である「農的」郷鎮企業の問題点と課題を，集
団企業と私有企業の二つの事例をもとに考察する。
第４章では，これまでの郷鎮企業の形成・展開上の
問題点と課題を総括し，新疆における郷鎮企業の展
開の可能性と課題を明確にする。これを通じて，中
国における郷鎮企業の展開の可能性と方向について
述べる。
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第Ⅰ章 中国・新疆における郷鎮企業の形成
は じ め に
郷鎮企業は，中国独特の企業概念であり，中国で
1980年代から始まった農村・農業改革に基づいた農
地の請負経営の実施を中心として推進された農業生
産責任制の導入と，人民公社制度の解体によって郷
営と村営の集団所有制企業に再編された組織であ
る。すなわち，農村における農業生産責任制という
政策の導入は，農村経営体制の改革を引き起こし，
農村の産業構造に大きな変化がもたらされた。さら
に，中国で行っている社会主義市場経済化の進展に
伴い，中国の産業構造，特に企業別構造にも大きな
変化をもたらした。郷鎮企業は，これらの構造変化
に大きく貢献するもので，国民経済や農村工業化の
推進にとっては無くてはならない部門として発展し
ている。しかし，その発展の中では色々な問題も存
在している。本章では，中国・新疆における郷鎮企
業の形成・展開の背景を政府の政策提起との関連で
明らかにする。すなわち，政府がどんな決定・規則・
政策を提起したのか，その政策の提出によってどの
ような展開がもたらされたのかを画期に区分して明
確にする。
１．中国における郷鎮企業の形成と意義
⑴ 中国における郷鎮企業の形成背景
中国は昔から農業を中心とした農業国であり，農
村人口の比重も非常に高かった。1949年代の中国に
おける農民人口の比重は総人口の90％を占めたが，
社会総生産額に対する農業総生産額の割合は
58.3％であった。工農業総生産額の中での農業の割
合は70％で，工業の生産額の割合が30％であった。
1955年になると，中国における農村人口の総人口の
中での割合が87％に減少したが，耕地面積が1.1億
haであり，農村人口一人当たりの耕地面積は1950
年の3.27mu??（21.4a）より0.12mu（0.8a）減少
し，割合では3.7％低下した。工業総生産額は1950
年447億元で，工農業総生産額に対する割合が
44.6％であった。1949年の工農業総生産額に対する
割合（30％）より14.6％増加したことになる。一方，
工農業総生産額の中で農業生産額の割合が55.4％
という比較的高い比重から，中国における農牧民の
収入源は主に農業に依存しているという事実も理解
することができる。こうした実態に対して中国政府
は，農牧民の収入を高めるために土地の改革を行う
と同時に，「一化三改」??という社会主義改造を実行
した。つまり，農民には「一家一戸」??で一つの生産
単位組織として形成し，その後徐々に合作化に向
かっていくという方針が出された。こうして農牧民
の生活はある程度改善されたが，中国全体では工業
化の進展と農牧業における生産力の発展があまり進
まず，農牧民の収入と生活水準がまだ低い水準で
あった。1978年における中国人一人当たりの国民生
産額が250ドルにもなっていなかった。農村人口一
人当たりの農村国民生産総額は156元，農民一人当
たりの純収入は134元，国民一人当たりの食料は
250kgという実態であった。これを国連の一人当た
り国民平均生産額が410ドルという低い段階での水
準と比べてみても，極めて低い水準であり，中国の
農牧民が1978年でも非常に貧困の段階にあったと
理解できる。また，「1982年の世界発展報告」による
と，1980年における中国国民総生産額の世界国民総
生産額に対する割合が2.5％であった。これは1955
年における中国国民生産総額の世界国民総生産額に
対する割合である3.2％と比べてみると21.9％減
少??したことになる。そのほか，中国では人口の増加
と耕地面積の減少によって，余剰労働力の就業圧力
が増大するという問題も表面化してきた。1957年，
中国における農村労働力は２億566万人であった
が，1980年になると３億1,371万人に達し，52.54％
増加した。一方，農村人口一人当たりの耕地面積は
1980年1.8mu（12.1a）であり，1950年の3.27mu
（21.9a）より44％も低下した。
結局，中国は昔から農業を中心とした農業国であ
り，農民の収入は主に農業に依存すると同時に，人
口の増加，耕地面積の減少，また，中国の経済改革・
開放の急速な進展に伴い，農民・農業・農村問題が
大きな課題になってきた。中国ではその問題を解決
する方法の一つとして，農村において郷鎮企業が形
成されてくる背景があるように思われる。
⑵ 中国における郷鎮企業の形成
以上で述べたように，中国は昔から農業生産を主
としてきた農業大国であり，総人口の大多数を農村
に擁しており，農業・農村問題の解決は大切な課題
になっている。このような課題を解決するために，
1978年の中国の11期３中会（三中全会）では，全党
の活動の重点が社会主義現代化建設に移行すること
が決まった。つまり，中国の全体で改革・開放とい
う政策を提出すると同時に，農業の発展と社隊企業
の発展を推進させようという方針が提出された。そ
れに伴い社隊企業も全面的な始動段階に突入し始め
ることとなった。1979年７月，国務院が公布した「社
隊企業発展の若干の問題に関する規定〔草案〕では，
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社隊企業に対して背定的な評価を下し，社隊企業の
発展方針と経営範囲を定め，一連の扶助政策を制定
した。特に，1984年３月国務院が「社隊企業の創業
に関する新局面報告」（４号文書）を公布し，社隊企
業から郷鎮企業へ改名された。こうして，中国農村
における郷鎮企業は表1－1で示したように急速に
発展してきた。具体的には，1995年郷鎮企業の生産
した飲食品が中国全体で40％，セメントは40％，衣
類は80％，中小農機具の場合は95％。このように郷
鎮企業の商品が国内で高い比重を占めている。また，
郷鎮企業の工業総生産額が中国全体の中でも，1997
年は58％と高い比重を占めたが，2002年には，中国
農村社会生産額の約３分の２，国内総生産（GDP）
総額の約３分の１，工業生産額の半分近くを占める
ようになった。輸出総額の４割，全国財政収入の
13.2％が郷鎮企業によるものである。農村部におけ
る生産の７割は郷鎮企業によって占められ，農村過
剰労働力の吸収力と全国社会労働力に占める割合も
増大し（表1－2を参照），国民経済や産業構造にとっ
て不可欠な部分になっている。経営での自由度，農
村での低廉的な労働力の存在及び税金などの面では
国営企業より優遇的な条件を持っていると言える。
中国政府が公布した政策が郷鎮企業の形成・展開に
非常に影響を与えたと考える。以下では中国におけ
る郷鎮企業の形成過程と政府の政策画期との関連で
みていくことにする。
⑶ 画期別郷鎮企業の形成
中国における郷鎮企業のこれまでの形成・発展過
程をみると，表1－3でまとめたとおり幾つかの段階
に分けることができる。
各段階では，中国政府が郷鎮企業に関する決定や
規定を提出し，郷鎮企業の発展のために必要な条件
整備への支援をしている。具体的には，1949年
～1977年までの萌芽期，1978年～1983年までの成
長期，1984年～1987年までの高度成長期，1988年
～1990年までの整理期，1992年～1996年の改革発
展期，1997年～現在までの調整創造期に分けられ
る。
１）郷鎮企業の萌芽段階 1949年～1977年
中華人民共和国が成立した1949年，中央政治協商
会議により「政商協同綱領」が公布され，人民政府
の仕事は農業生産と副業の発展が中心であると表明
された。間もなく中央政府によって，長い歴史であっ
た手工業が農業から離れて，農業合作社に参加した。
それと同時に，合作社の中で副業生産組，副業生産
隊として組織化され，手工業生産と農副産品の加工
という副業生産を行った。郷鎮企業はこの副業に源
を発しているように思われる。
1959年に人民公社が成立した。人民公社は行政組
織であるとともに，民兵を組織し，農業，商業及び
工業を経営するという「政社合一」を体現したもの
であった。副業組，副業隊も人民公社に編入され社
隊企業と呼ばれた。また，この段階では，中国政府
表1－1 中国における郷鎮企業の発展状況 （単位：万戸，億人，億元)
年度 企業総数 職業員 総産額 給与総額 純利潤 税 金 工業総産額
1980 142.5 0.3 665.1 119.4 118.4 25.7 515.1
1985 1,222.5 0.7 2,275 472.1 287.4 137.2 1,845.9
1990 1,850.4 0.9 9,581.1 1,129.6 588 391.6 7,097
1994 － 1.2 45,378.5 3,002.4 2,285 1,592.3 34,688
1996 2,336.3 1.4 76,706.5 2,511.4? 4,350.8 1,436.4 35,538.7
1997 2,014.9 1.4 89,900.6 5,827.1 4,555.5 1,526.3 65,851.5
1998 － 1.3 96,693.7 6,251.9 4,636.6 1,583.4 69,122.8
1999 2,070.9 1.2 108,426.1 6,596.7 5,391.8 1,789.5 76,736.2
2000 2,084.7 1.3 116,150.3 7,060.5 5,882.6 1,996.5 82,456.4
1980年より
の増加(倍) 14.6 4.3 174.6 59.3 49.7 77.8 160.1
注：表中のデータは，『中国郷鎮企業編輯委員会編，「中国郷鎮企業年鑑」1980年から2001年より作成。
「?」というのは，1996年の給養総額は集団所有郷鎮企業の給養総額を示す。
表1－2 中国における郷鎮企業従業員の推移 ％
全国労働力に対する割合 農村労働力に対する割合
1978 9.23 7.04
1980 9.42 7.08
1985 18.83 13.99
1990 22.05 14.3
1995 28.55 18.9
1998 27.00 17.75
1999 27.09 17.79
2000 26.73 17.78
2001 27.13 17.92
資料は，農村経済新聞中心主編，「経済日報」，「県域経済」，2003年
６月３日から引用。
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表1－3 郷鎮企業の発展過程に関する各種決定・規定
段階 年次 郷鎮企業に関する決定・規定
1949 中央政治協商会議により，「共同綱領」公布
1951 中央政府により，「農業生産の互助合作に関する決議」公布
1956 中央政府により，「農業者が副業生産を積極的に発展させる」提唱
1958 中央政府により，「人民公社化に関する若干の問題の決議」公布
探
索
徘
徊
（
萌
芽
期
）
1960 中央政府は，人民公社に対する調整整頓を行った
1965 国務院により，「農村の副業生産を大発展させるための指示」
1970 「北方地域農業会議」開催
1975 「全国の農業は大泰に学ぶ会議」開催
1977 農村手工業を人民公社の指導管理下におく
1978.12 共産党第11期中央委員会第３回全国大会により，「農業発展の加速の若干の問題に関する決定」の公
布；社隊企業の振興，農民工業権の承認
1979.7 「社隊企業を発展させるための若干の問題に関する決定」
・郷鎮企業の資金源は自力更生を基本
1981 国務院により，「社隊企業が国民経済の調整の方針を貫徹することに関する規定公布」
成
長
期
（
経
済
調
整
期
）
1982 農業部により，「社隊企業の整頓座談会」開催
1983 国務院により，「城鎮労働者の合作経営に関する若干の規定」（１号文書）
国務院により，「郷鎮企業の育成は農村経済振興の路」という方針（四号文書）の公布
1983.3 農牧漁業部と同部の党組織により，社隊企業の新たな局面を切り開くことについての報告」（郷鎮企業
体制改革規定）
1983.12 ・股分制を郷鎮企業を発展させる上での重要な手段として認める
1984.2 「農村の個人経営の工商業に関する若干の規定」
・個人企業の存在を合理化し，発展を奨激
・個人企業が郷，村政府所有公営企業と同一にもてなしにする
1984 農業部により，「全国社隊企業工作会議」開催
高
度
成
長
?新
し
い
段
階
に
達
し
た
時
期
）
1984.3 国務院により，「社隊企業の創業に関する新局面報告」（４号文書）公布
社隊企業を郷鎮企業へ改名。郷鎮企業は国民経済の重要な構成部分と位置づけられる。
1984.7 「農村の商品流通工作をもっとよくするための報告」
・農業工業品の価格統制や流通面での規制緩和
1985 国務院により，「農村経済をさらに活性化させる十項目の政策」発表
1986 国務院の１号文書公布
1987 国務院の５号文書公布
1988 共産党第13期３中全会により，経済引締め政策実施
1989 「天安門事件」発生
1990 農業部により，「郷鎮企業を発展させる８つの政策は不変」発表
整
理
期
1990.3 「農民株式共同企業臨時規定」公布
1990.6 国務院により，「中華人民共和国集団所有制企業条例」公布
1991 農業部より，「郷鎮企業の組立と郷鎮企業のグループが発展する規定」
1992 鄧小平氏の「南北講話」発表
1992.1 共産党第14期代表大会開催により，郷鎮企業は国民経済の中核地位確立
1993 国務院により，「中，西部郷鎮企業発展加速に関する決定」公布
改
革
発
展
1993.11 共産党第14期３中全会により，「社会主義市場経済体制の建立に関する決定」公布
1995 農業部により，「郷鎮企業東西合作モデルプロジェクト」公布
1995.1 共産党第14期５中全会により，「国民経済と社会発展9.5計画及び2010年長期目標の策定に関する提案」
採択
1997 「中華人民共和国郷鎮企業法」施行
1997.1 国務院により，「全国郷鎮企業工作会議」開催
1997.3 国務院，農業部により，「郷鎮企業の状況および今後改革，発展について意見報の通達」発表
1997.9 共産党第15期代表大会開催
調
整
創
造
1998 江沢民氏の「国民経済と社会発展の全局面の高みから郷鎮企業の重要地位と役割を認識すべき」の講
話を発表
1998.1 共産党15期３中全会により，「農業と農村工作に関する若干の重大問題の決定」公布
1999 第９回全国人民代表大会第２回全体会議により，憲法改正
1999.8 国務院により，「当面の農業構造調整に関する若干の意見について」発表
注；資料は中国郷鎮企業の簡史（2001年11月）より作成。
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が人民公社に対して整理整頓を行うと同時に，農業
機械化及び人民公社の工業化を進めるという政策も
提出された。従って，中国農村における社隊企業の
発展では初歩的な段階である。1978年までの社隊企
業数が152万以上になり，吸収された農村余剰労働
力が2,826万人に達した。
２）郷鎮企業の成長段階1978年～1983年
1978年12月中共11期３中全会（三中全会）の軌
道修正により，全党の活動重点が社会主義現代化建
設に移行することが決まる。いわゆる改革開放の幕
開けである。それに伴い社隊企業も全面的な始動段
階に突入し始めることとなった。1979年７月国務院
は『社隊企業発展の若干の問題に関する規定（草案）』
という通達を出し，社隊企業に対して肯定的評価を
下し，社隊企業に独立採算性を導入し，社隊企業の
発展方針と経営範囲を定め，一連の扶助政策を制定
した。総じて，この段階において，社隊企業の経営
範囲や経営方式，計画，供給販売，借款，税収など
の方面においてなされた，党や国の重要な決定は社
隊企業の発展に基本的な政策的根拠と制度的保証を
与え，さらに農民の自主性や積極性を引き出し，郷
鎮企業に比較的大きな発展をもたらした。一方，社
隊企業に対して規模が小さい，経済効果があまりに
もよくない企業に対して調整を行った。その結果，
郷鎮企業の展開では表1－4－1で示したように影響
があり，企業数と従業員数等において停滞現象が現
れた。
３）高度成長段階1984年～1987年
1984年初め，社隊企業を運営していくと同時に，
農民個人が各種企業を経営あるいは共同経営してい
くことを奨励していく方針を定めた。特に，1984年
３月「党中央と国務院は４号通達」が出されたこと
によって，農牧漁業部の『社隊企業の新局面を切り
開くことに関する報告』を批准した。
この文書は郷鎮企業発展史上，非常に重要な意義
を有している。社隊企業が正式に郷鎮企業と名称が
改められ，もともとの２つの柱（公社経営と生産大
隊経営）から４つの柱（郷経営，村経営，個人共同
経営，個人経営）による農民の共同経営や農家副業
等の個人経営の企業も郷鎮企業の中に含められるこ
とになった。よって，表1－4－2で示したように個
人企業が益々中心となってきた。さらに「３つの当
地」（当地素材調達，当地生産，当地販売）の制限を
撤廃し，郷鎮企業が内外の連絡を広げることができ
るようになり，市場開拓に道が開けたのである。郷
鎮企業発展の意義や役割を指摘し，郷鎮企業発展の
表1－4－1 中国における郷鎮（郷営，村営）企業の展開
企業数
(万戸)
職員数
(万人)
生産額
(億元)
一企業当たり
職員数(人)
一企業当たり
生産額(万元)
1978 152( 9.2) 2,827(21.4) 515(18.4) 18.6(11.4) 3.388(6.8)
1979 148(－2.6) 2,909(2.9) 561(8.9) 19.7(5.9) 3.791(11.9)
1980 142(－4.1) 3,000(3.1) 678(20.9) 21.1(7.1) 4.775(26 )
1981 134( 5.6) 2,970(－ 1) 767(13.1) 22.2(5.2) 5.724(19.9)
1982 136( 1.5) 3,113(4.8) 892(16.3) 22.9(3.2) 6.559(14.6)
1983 135(－0.7) 3,235(3.9) 1,019(14.2) 24 (4.8) 7.548(15.1)
1978年を１とした時に
1983年の倍率(倍)
0.9 1.2 2 1.3 2.3
データは，張毅編［中国郷鎮企業の簡歴」2001年版，中国農業出版社より作成。
注：〝( )"の中の数字は前期に対する増加率を指す。
表1－4－2 中国における郷鎮企業の展開
企業数
（万戸)
職員数
（万人)
生産額
（億元)
一企業当たり
職員数（人)
一企業当たり
生産額（万元)
企業職員比率
（％，注１)
企業生産額比率
（％，注２)
1984 607 5,028 1,019 8.3 2.817 14.5 14.2
1985 1,222 6,979 1,710 5.7 2.232 18.8 19.1
1986 1,515 7,937 2,728 5.3 2.365 20.9 26.7
1987 1,750 8,805 3,583 5 2.826 22.6 30
1988 1,888 9,545 4,946 5.1 3.717 23.8 33.1
データは，張毅編「中国郷鎮企業簡歴」2001年版，中国農業出版より作成。
注：１）農村総労働力に対する企業職員の比率を指す。
注：２）国内生産額に対する企業生産額の比率を指す。
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指導方針を制定し，郷鎮企業の若干の政策問題に規
定を作ったことが上げられる。この文書は郷鎮企業
の大々的発展に基礎を築いたことになる。
４）郷鎮企業の調整段階 1988年～1991年
1989年以降，中国に対する諸外国の経済措置は中
国経済に一大打撃を与えた。こうして中国は国民経
済の整頓期間にさしかかり，党と国家の郷鎮企業に
対する政策にも変化が生じ，郷鎮企業は再び厳しい
試練を迎えた。
1989年から，産業構造の調整が始まると同時に，
郷鎮企業に対しても，「調整，整頓，改造，向上」と
いう方針をとり，「郷鎮企業の今後の発展上での必要
な資金は主に農民からの調達によってまかなうべ
き」であると提出された。また，産業構造でもこれ
まで工業で重工業が中心であったことから変更があ
り，郷鎮企業の発展が農副産品と当地の素材加工に
立脚したものでなければならないという提唱もあっ
た。
そのほか，1990年５月，国務院は『中華人民共和
国郷村集団所有制企業条例』を発表し，郷村集団所
有制企業の合法的権益の保証ができるようになっ
た。従って，国外の資本や技術，設備，先進的な管
理経験による導入ができるようになった。さらに，
国外に市場を開拓し始めたのである。このような外
部環境の変化によって，郷鎮企業の中で，特に中小
企業ではその変化に早速的に適応が出来ない状態も
あった。
５)郷鎮企業の全面的な発展段階 1992年～1996
年
1992年はじめ，鄧小平は南方を視察し，重要講話
を発表，郷鎮企業が中国の特色ある社会主義建設の
一つの大優勢であると指摘した。1992年10月，全国
代表大会（十四大）は郷鎮企業発展の意義に対して
改めて理論的，政策的討論を行った。郷鎮企業に対
しては農村の自主性拡大を含めて懸念される声が
あったが，郷鎮企業の発展が農村経済の繁栄と農民
収入の増加，農業の現代化と国民経済発展の促進に
ならなければならないと確認し，郷鎮企業を確固不
動に経営させていかなければならないという提言が
あった。さらに，十四大の報告では，中西部地域と
少数民族地域の郷鎮企業の発展を支えなければなら
ないと指摘もあった。それで，1993年２月，国務院
は『中，西部地域の郷鎮企業発展促進に関する決定』
を公布され，産業政策や人材教育及びやローン政策
などが出され，1993年から2000年までにおいて西
部地域における郷鎮企業に対しては，現在の正常的
な借金水準の上で，人民銀行から毎年100億元専項
貸付金することになった??。
６）郷鎮企業の創造段階 1997年～現在
新たな成長段階に入った郷鎮企業にとって，中国
の第８期全国人民代表大会常務委員会第22回会議
で可決された『中華人民共和国郷鎮企業法』と，1997
年１月１日に正式に公布施行された事が，郷鎮企業
の改革進化と発展持続的に続いていくための良い環
境を作られたといえる。郷鎮企業の経営類型では改
革の結果として企業株式会社，共同会社が生まれ始
めたのである。経営形態では農産物を加工，観光な
どを始め多角的な経営を行う企業も増えてきたので
ある。ところが，その成長の中では，労働力を吸収
する面では鈍化し始めるという現象も表したのであ
表1－4－3 中国における郷鎮企業の展開
企業数
（万戸)
職員数
（万人)
生産額
（億元)
一企業当たりの
職員数（人)
一企業当たり
生産額（万元)
企業職員比率
（％，注１)
企業生産額比率
（％，注２)
1989 1,869 9,366 8,403 5.0 4.5 23.1 50
1990 1,873 9,262 9,581 4.9 5.1 22.1 51.7
1991 1,909 9,616 11,622 5.0 6.1 22.3 53.8
1992 2,092 10,581 18,051 5.1 8.6 28.2 40.7
1993 2,453 12,345 29,022 5.0 11.8 27.9 83.8
1994 2,495 12,017 45,378 4.8 18.2 26.9 97
1995 2,203 12,861 68,915 5.8 31.3 28.6 117.9
1996 2,336 13,508 76,778 5.8 32.9 29.8 113.1
1997 2,099 13,050 82,363 6.2 39.2 28.4 110.6
1998 2,004 12,537 96,694 6.3 48.3 27 123.4
1999 2,071 12,704 108,426 6.1 52.4 27.1 132.1
2000 2,085 12,820 116,150 6.1 55.7 26.7 130
データは，張毅編「中国郷鎮企業簡歴」2001年版，中国農業出版より作成。
注：１）農村総労働力に対する企業職員の比率を指す。
注：２）国内生産額に対する企業生産額の比率を指す。
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る。さらに中国の各地域における郷鎮企業の成長で
は，沿海部における郷鎮企業の成長が速く，西部に
おける郷鎮企業の成長が遅いという地域的な差が拡
大されてきている。
２．新疆における郷鎮企業の形成・展開の画期
⑴ 新疆における郷鎮企業の画期区分
新疆ウイグル自治区における郷鎮企業も，長い歴
史の中で手工業と副業に基づいて展開してきたので
ある。新疆の農村での手工業と副業ははっきりとし
た民族的なものであったが，ほとんどは原始的な低
い水準である絹の織物，手織り木綿，絨毯，ナイフ，
おもちゃ及び木で作られた食器という手工業であっ
た。それでも，新疆の農村手工業と副業の総生産額
は6,695万元であり，農業総生産額の中での割合が
15.30％を占めた。1958年の人民公社化後，農村で社
隊企業を創立するという運動が始まったことによ
る，農産物を簡単に加工するという企業，小型農業
機具修理をするという企業，小採炭場及び小型的な
レンガを焼くかまど，針仕事という企業が現れ，人
民公社の早期における社隊企業と呼ばれるように
なった。
1959年に入ると，新疆ウイグル自治区における社
隊企業では，中央政府が公布した「人民公社の若干
の問題に関する決定」で強調された人民公社が必ず
農村工業を発展させていくという展開を見せた。新
疆では，本地域で材料をとって生産をするという原
則に基づいて，計画的に農業機具を製造する，農産
物を加工する，農薬，肥料，建築材料，鉱石を採掘
する，電力等など工業企業，交通・運転等の企業の
発展に力を入れるようになった。1959年末，新疆ウ
イグル自治区における社隊企業数は1.7万社以上に
なったが，その後の困難な時期であった三年間で，
社隊企業のインフラがあまりも弱かったから社隊企
業が倒産し始めた。1960年に入ってからは，社隊企
業の展開はほとんど停滞状態が続いて，1960年から
1969年までの10年間における社隊企業の総産額は
6,793万元から1.08億元に増え，10年間での平均増
加が402万元であった??。1970年代になると，「文化
大革命」の破壊と食糧生産を中心にするという現象
が1978年前まで続いた。単純的な強調があり，新疆
おける社隊企業の展開上での停滞状態が影響した。
新疆の郷鎮企業は，新疆における社隊企業の萌芽
期と呼ばれる1959年において誕生した。その後の展
開では，歴史，自然，社会など諸要因の影響によっ
て成長が非常に緩慢であった。その緩慢的な成長が
1978年まで続いた。その後停滞時期に入った。改革
開放に入った1978年においては，国務院が公布した
『社隊企業の発展に関する若干の問題に関する決定』
に基づく精神が徹底されて以後，新疆の郷鎮企業は
全国の郷鎮企業とほぼ同様に展開する。これを段階
ごとに整理すると次のようになる。
⑵ 新疆における郷鎮企業の形成展開画期
新疆における郷鎮企業の改革開放後の形成・展開
画期を区分して整理すると，５期に分けられる。
１)新疆における郷鎮企業の発展段階 1979年～
1983年
中国共産党の第11期三中全会の決定により，新疆
の党および政府も中央政府の社隊企業に関する若干
の決定を積極的に実行し，多数の社隊企業管理機構
を創設した。また社隊企業に対して色々な新しい業
務を展開した。1979年新疆人民政府は『関与徹底実
行国務院「社隊企業発展の若干の問題に関する規定
（草案）」の具体的決定』を発表した。この『決定』
は，農牧民・幹部達の疑問を排除し，各地域の社隊
企業を創設に大きなプラス影響を与えて，再び社隊
企業の始動および発展に良い環境を与えた。（表1－
5）。ところが，中国では1980年から1983年まで経
済調整期にあたり，郷鎮企業部門においても，この
影響で企業数，職員（従業員）数，利潤等において
渋滞あるいは減少傾向が現れた。ただこの間に，各
企業内部に生産構造の調整が進んだこともあり，ま
たインフレの進行による物価が上昇などの要因で，
生産額と給与総額の増加があった。
２)新疆の郷鎮企業の新たな局面に入った段階
表1－5 新疆における郷鎮企業の発展状況 単位：個，人，万元，
企業総数 従業員総数 総生産額 給与総額 総利潤 固定資産額
1979 15,593 201,250 30,469 8,201 8,549 21,452
1980 12,120 193,769 32,851 9,816 8,466 24,635
1981 7,540 168,996 31,330 8,647 6,635 25,352
1982 6,814 163,795 36,455 9,502 7,293 26,212
1983 6,539 158,923 42,386 10,961 7,640 27,358
注：データは，新疆ウイグル自治区委員会研究室編「新疆輝煌50周年」，2000年版，新疆人民出版より社作成。
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1984年～1988年
この段階の一つの特徴として，1984年３月から農
村における個人企業を広範に認める政策が実施さ
れ，個人企業が発生した点も注目する必要がある。
現在は，各個人企業の生産規模が小さいが，企業総
数と職員〔従業員〕総数の増加により郷鎮企業は急
速に発展をしたといえる（これに対する数字で表し
た内容を次で述べる）。もう一つの特徴としては，党
中央と国務院は４号文書で，農牧漁業部の『社隊企
業の新局面を切り開くことに関する報告』を批准し
た。この文書により社隊企業は郷鎮企業と改称され
た。
中央政府の『４号文書』を実行するために新疆の
党・政府側は1984年10月に始めて，第一次全自治
区郷鎮企業工作会議を開いて，郷鎮企業の発展は各
級党および政府の重要な任務と決定した。続いて，
1986年自治区党委は『関与郷鎮企業を大力発展する
に対する若干問題の決定』（簡称1986年９号文件）
を発表した。また，1987年自治区党委および政府は，
第二次自治区郷鎮企業会議を開いて，『郷鎮企業を加
速発展させるに対する若干問題の決定』（簡称46を
号文件）を発表した。この二つの会議・文書は新疆
の郷鎮企業の発展に対して，非常に重大な意義があ
り，新疆の郷鎮企業の発展に政策面で大きな影響を
与えた。こうして，新疆の郷鎮企業は持続的な快速
発展段階に入るのである（表1－6－1，1－6－2，1－
6－3参照）。
３）新疆の郷鎮企業の調整段階 1989年～1991年
1989年から中国経済が低落し，全面的にインフレ
時期に入ったが，当面インフレ抑制のために全面的
な資金引き締め政策をとって，「経済環境の整備，経
済秩序の整頓」を基本的方針とした。それによって，
新疆の郷鎮企業も中国全国の郷鎮企業と共に一番困
難な時期に入った。新疆ウイグル自治区の政府・党
は，郷鎮企業にも強い関心を持って多数の会議で「新
疆の郷鎮企業の発展力が不足しているために全力扶
持するべきだ」と語り，政策面で指示を与えた。1992
年郷鎮企業も自身の技術革新，人材の育成，産業構
造の調整などの面で力を入れて改革を行った結果，
新疆の郷鎮企業の総合レベルが大きく改善した（表
1－7－1，1－7－2，1－7－3）。
表1－6－1 新疆における郷鎮企業の発展状況
単位：個，人，万元，万ドル
1984 1985 1986 1987 1988
企業数 24,867 98,826 121,912 130,153 133,876
従業員 216,597 277,524 419,740 442,069 468,263
総産額 65,865 109,559 139,255 176,766 210,963
給与総額 15,880 26,287 33,750 37,085 42,820
総利潤 8,378 17,201 19,243 20,639 22,603
固定資産額 38,512 30,037 78,547 96,291 107,103
輸出商品引き
渡す額
306 836 1,530
注：データは，新疆ウイグル自治区委員会？ 公室編「新疆輝煌50周年」，1999年版，新疆人民出版より作成。
表1－6－2 新疆における事業別郷鎮企業数の構造の推移状況 単位：個
1984 1985 1986 1987 1988
企業数 24,867 98,826 121,912 130,153 133,876
農業企業 5,148 17,789 1,606 1,559 1,195
工業企業 10,693 43,483 30,874 34,141 34,483
建築企業 3,481 12,847 3,668 4,052 4,684
交通企業 1,989 8,894 29,196 32,302 37,810
商業企業 746 3,953 20,783 23,062 23,215
旅行・飲食・
サービス企業
2,735 9,882 24,120 24,180 25,360
そのほか 75 1,978 8,787 10,857 7,129
注：データは，新疆ウイグル自治区委員会？ 公室編「新疆輝煌50周年」，1999年版，新疆人民出版社より作成。
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４）新疆の郷鎮企業の発展段階 1992年～1996年
1992年の鄧小平の『南巡講話』および『党の14期
大会』以降，新疆の郷鎮企業は中国全国の景気の改
善に伴う快速的な発展段階に入った。新疆の党・政
府は郷鎮企業の発展に対する各種の重大な政策を
とった。例えば，1992年，自治区人民政府は『郷鎮
企業を発展させ，県域経済を振興する』という会議
を開いて，自治区所属の各庁・局，研究所，大学に
各県の郷鎮企業に対して専門支援を行うことを決定
した。1993年から連続４年かけて，郷鎮企業が比較
的発展したサンジ，ウルムチ，バインゴルン等な四
地区で全自治区の郷鎮企業の現場経験交流大会を
行って，各地区の先進的な経験が紹介された。1994
年４月，自治区人民政府は『第一回自治区郷鎮企業
家表彰大会』を行って，10名の郷鎮企業家と共に100
社の郷鎮企業を表彰した。1995年４月に，『新疆ウイ
グル自治区郷鎮企業条例』を頒布した。また，1995
年６月「関于我区郷鎮企業征免税収問題的通知」??を
発表した。
新疆における郷鎮企業は，このような新疆ウイグ
ル自治区の党・政府の優遇政策や支援等の基で，こ
の時期急速に発展を遂げたのである。（表1－8－1，
1－8－2，1－8－3を参照）。
５)新疆の郷鎮企業の調整と創造の段階 ～1997
年以降～
この段階では，国内市場の重大な変化によって，
供給が需給を上回り，市場競争が日増しに過熱化し
表1－6－3 新疆における事業別従業員の構造の推移状況 単位：人，
1984 1985 1986 1987 1988
従業員数 216,597 277,524 419,740 442,069 468,263
農業企業 30,323 30,528 20,062 16,360 15,043
工業企業 86,639 116,560 156,488 168,691 186,812
建築企業 82,307 105,459 78,644 80,576 85,397
交通企業 4,332 8,325 36,639 44,602 52,562
商業企業 1,949 2,775 36,907 51,126 45,442
旅行・飲食・
サービス企業
8,664 11,101 40,302 50,519 58,281
そのほか 2,383 2,776 50,698 30,195 24,726
注：データは，新疆ウイグル自治区委員会研究室編「新疆輝煌50周年」，1999年版，新疆人民出版社より作成。
表1－7－1 新疆における郷鎮企業の発展状況
単位：個，人，万元
1989 1990 1991
企業数 140,936 144,281 145,762
従業員 463,911 464,027 472,332
総産額 241,694 268,299 317,609
給与総額 46,168 51,294 63,123
総利潤 19,243 26,994 29,371
固定資産額 128,786 154,172 183,883
輸出商品引
き渡す額 2,296 4,516 4,371
注：データは，新疆ウイグル自治区委員会研究室編「新疆輝煌50周
年」，2000年版，新疆人民出版より作成。
表1－7－2 新疆における事業別郷鎮企業数の
構造の推移 単位：個
1989 1990 1991
企業数 140,936 144,281 145,762
農業企業 1,252 1,076 1,245
工業企業 32,445 32,050 31,597
建築企業 4,544 4,336 3,581
交通企業 39,784 40,793 42,822
商業企業 24,728 24,882 25,949
旅行・飲食・
サービス企業 27,668 28,799 28,538
そのほか 10,515 12,345 12,030
注：データは，新疆ウイグル自治区委員会研究室編「新疆輝煌50周
年」，1999年，新疆人民出版より作成。
表1－7－3 新疆における事業別従業員の
構造の推移 単位：人
1989 1990 1991
従業員数 140,936 464,027 472,332
農業企業 1,252 12,722 13,469
工業企業 32,455 187,441 19,462
建築企業 4,544 70,905 74,193
交通企業 39,784 56,779 57,688
商業企業 27,668 46,227 46,335
旅行・飲食・
サービス企業 10,515 60,722 61,321
そのほか 7,230 29,231 24,364
注：データは，新疆ウイグル自治区委員会研究室編「新疆輝煌50周
年」，1999年版，新疆人民出版社より作成。
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た。加えて東南アジアで生じた金融危機により，外
部の経済環境は日増しに悪化した。郷鎮企業では新
たな矛盾や困難な問題を生じ，郷鎮企業は内部的問
題も露呈され，未曾有の圧力を受けることとなった
（表1－9－1，1－9－2，1－9－3を参照）。
このように不利な時期，新疆政府は，新疆の郷鎮
企業で働いている56名の大学卒業生を表彰し
た??。さらに1998年，『全自治区第三回郷鎮企業工作
会議』を開催し，『郷鎮企業を全力発展するに対する
若干問題の意見』を頒布した。このことによって，
各地域および従業員は積極的に郷鎮企業を困難から
救う自信を得た。そして，党や政府の庇護のもと，
農民や農村はその逆境を克服した。
以上で述べたことから新疆における郷鎮企業の発
展過程を二つの段階にまとめることができる。一つ
は，1985年から1995年までの急速的な発展を遂げ
た段階。もう一つは，1995年から今までの鈍化傾向
を示した段階に分けられる。
表1－8－1 新疆における郷鎮企業の発展状況 単位：，個，人，万元
1992 1993 1994 1995 1996
企業数 155,711 202,274 250,037 281,130 282,733
従業員 498,132 600,687 686,425 745,291 781,784
総産額 413,642 613,678 1,145,752 1,692,333 2,238,317
給与総額 68,287 101,890 166,700 224,014 258,504
総利潤 39,509 61,053 62,728 129,032 157,013
固定資産額 224,742 319,119 435,643 604,424 759,411
輸出商品引き
渡す額
6,233 7,925 21,278 10,564 20,098
注：データは，新疆ウイグル自治区委員会研究室編「新疆輝煌50周年」，1999年版，新疆人民出版社より作成。
表1－8－2 新疆における事業別郷鎮企業数の構造の推移状況 単位：個
1992 1993 1994 1995 1996
企業数 155,711 202,274 250,037 281,130 282,733
農業企業 1,323 1,515 2,432 1,861 1,556
工業企業 35,704 35,704 52,170 52,339 78,500
建築企業 4,669 4,669 6,254 7,844 15,398
交通企業 45,758 45,758 70,615 79,712 48,743
商業企業 28,299 28,299 55,279 72,610 57,018
旅行・飲食・
サービス企業
32,284 32,284 48,382 52,126 64,622
そのほか 7,674 7,674 14,905 14,638 8,956
注：データは，新疆ウイグル自治区委員会研究室編「新疆輝煌50周年」，1999年版，新疆人民出版社より作成。
表1－8－3 新疆における事業別従業員の構造の推移状況 単位：人
1992 1993 1994 1995 1996
従業員数 498,132 600,687 686,425 745,291 781,784
農業企業 13,580 14,768 18,149 22,023 20,018
工業企業 202,914 235,053 261,828 264,030 284,083
建築企業 78,678 90,167 94,893 99,598 98,214
交通企業 60,016 79,423 91,905 104,259 106,499
商業企業 54,453 71,350 99,540 114,337 124,662
旅行・飲食・
サービス企業
66,817 85,935 90,831 112,300 122,648
そのほか 21,674 23,991 29,279 28,744 25,660
注：データは，新疆ウイグル自治区委員会研究室編「新疆輝煌50周年」，1999年版，新疆人民出版社より作成。
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このように新疆における郷鎮企業の展開段階を大
きく二つに分け，特に鈍化傾向はなぜもたらされた
かを明確にし，今後の展開の可能性と方向を明らか
にすることにしたい。
⑶ 新疆における郷鎮企業の現段階と特徴
上記のように，郷鎮企業の展開を政策との関連で
画期区分をし明らかにしてきた。そして，さらに新
疆における郷鎮企業についても，その展開過程を画
期区分し明確にした。補節では，その過程での産業
政策と産業構造の変化について述べた。
新疆における郷鎮企業も当初，農村における小規
模な手工業や食油加工などの農村副業から始まった
が，現在は，交通，商業などのサービス事業を中心
とした経営を行う一方，農業，工業等の多角的な事
業を行っている。農業では牛，ウサギ，羊等の畜産
表1－9－1 新疆における郷鎮企業の発展状況
単位：，個，人，万元，万ドル
1997 1998 1999 2000
企業数 286,693 269,048 297,147 31,654
従業員 789,132 712,490 749,205 806,368
総産額 2,375,844 2,457,410 2,736,766 3,022,076
給与総額 279,921 290,021 311,609 353,322
総利潤 154,969 173,776 183,945 214,333
固定資産額 880,699 924,349 1,124,446 1,266,081
輸出商品引き
渡す額
20,098 4,303 5,072 13,386
注：データは，新疆ウイグル自治区委員会研究室編「新疆輝煌50周年」，1999年版，新疆人民出版
社より作成。
表1－9－2 新疆における事業別郷鎮企業数の構造の推移 単位：個
1997 1998 1999 2000
企業数 286,693 269,048 297,147 316,524
農業企業 13,456 1,053 1,112 994
工業企業 78,500 50,172 52,614 57,501
建築企業 15,398 5,359 5,572 5,868
交通企業 48,743 71,930 79,949 82,507
商業企業 57,018 78,059 87,740 93,618
旅行・飲食・
サービス企業
64,622 52,869 58,911 62,987
そのほか 8,956 9,579 11,249 13,049
注：データは，新疆ウイグル自治区委員会研究室編「新疆輝煌50周年」，1999年版，新疆人民出版
社より作成。
表1－9－3 新疆における事業別従業員の構造の推移 単位：人
1997 1998 1999 2000
従業員数 789,132 712,490 749,205 806,368
農業企業 57,755 20,127 17,169 18,670
工業企業 392,468 252,639 262,187 271,976
建築企業 139,435 79,703 75,185 72,606
交通企業 37,962 94,792 104,113 109,000
商業企業 65,128 129,923 146,310 165,011
旅行・飲食・
サービス企業
65,128 116,064 120,358 137,638
そのほか 81,264 19,242 23,883 30,467
注：データは，新疆ウイグル自治区委員会研究室編「新疆輝煌50周年」，1999年版，新疆人民出版
社より作成。
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と野菜，果樹，小麦などの生産を，工業では衣類，
食品製造，食品加工，乳製品，セメント，プレハブ
材等の生産を行っている。サービス事業では建築，
交通，商業，旅行，飲食などの事業を手がけている。
従来の成長を牽引したものは主に私有企業で，交
通，食，商業などのサービス事業を中心とした経営
を行う一方，農業，工業等の多角的な事業を行って
いる。農業では牛，ウサギ，羊等の畜産と野菜，果
樹，小麦などの生産を，工業では衣類，食品製造，
食品加工，乳製品，セメント，プレハブ材等の生産
を行っている。サービス事業では建築，交通，商業，
旅行，飲食などの事業を手がけている。2001年の統
計によると，郷鎮企業は国民総生産（GNP）の9.3％
を産出し，国家財政収入の10.5％を提供している。
また，新疆輸出の11.1％は郷鎮企業によるものであ
り，新疆経済の重要な柱となっている。
このように，郷鎮企業は，大きな流れとしては工
業部門を中心とする展開を遂げつつある。そういう
意味では，中国沿海部と同じような工業化の方向に
進みつつある。しかし，新疆においては，依然とし
て，農業との関連が強く，農業の構造的変化とも大
きく結びついている。それが，新疆における郷鎮企
業の特徴（性格）と思われる。そこで，次に新疆の
地域農業の展開・構造的な変化との関連から，郷鎮
企業の形成・展開過程を考察していくことにする。
注
１)１muというのは6.67aに当たる。
２)「一化三改」というのは，国家の工業化を実現す
る，農業，手工業，私有商工業に対する社会主
義改造を行うという意味である。
３)「一家一戸」というのは，一つの家族が一戸の経
営主体として経営することを指す。つまり，家
族経営の意味である。
４)李来順 「在西部大開発中再造郷鎮企業輝」，『新
疆郷鎮企業』，2002年，第６期，10頁。
５)「中国地方概況」http://www.china.org.cn/
japanese/ri-difang/xinjiang.htm，2004年１月
５日。
６)任志実 新疆郷鎮企業局区画研究室「新疆郷鎮
企業区画」新疆人民出版社，1990年10日 38頁
７)「郷鎮企業政策法規」文献選編（第四輯），新疆
ウイグル自治区郷鎮企業局編 ８頁。
８)以前から，中国全国さらに後進地域で大学卒業
生はあまり郷鎮企業で働かない現象が続いてい
る。この会議は，大学卒業生を新疆の郷鎮企業
に就職させるための動員会と思われる。
第Ⅱ章 新疆における農業の展開と郷鎮企業の形成
は じ め に
本章では，新疆の農業展開・構造的な変化，北新
疆と大都市周辺での農家・農業経営規模の拡大がこ
の20年間進むなかで，政府による郷鎮企業の農村へ
の導入政策の関連性を明確にすることを課題として
いる。とりわけ，新疆の産業の中心である農業が市
場経済の進行のなかで，構造的な変化を遂げる。こ
れと関連した農村での郷鎮企業の導入は，農村の構
造的な変化，特に大規模化・機械施設化に大きく関
連している。同時に，農業経営それ自体を郷鎮企業
の一部門として包含して経営展開するものも生まれ
てきている。このような農業の展開が，郷鎮企業の
展開と大きく関連しているのが，新疆における郷鎮
企業の特徴と考え，その関連性を明確にしていく。
このことを通じて，ここでは新疆における郷鎮企業
の性格を明らかにしていくことにする。
１．新疆における地域農業の展開と郷鎮企業の出現
⑴ 農業展開の地域性
１）GDPによる地域の比較
新疆の各農業地域における一人当たり GDPを見
てみる。これらの地域はウルムチ市を除いて全ての
農業人口比率が50％以上の農業地域である（ウルム
チ市は新疆の区都でもあり，低い農業人口比率と
なっているが，市の近郊は農業地域となっているの
で表に含めている）。新疆全地域の一人当たり GDP
は約8,000元である。この表を見ると北新疆はどの
都市も値が5,000元を越えており，ウルムチ市，サ
ンジ州，トルファン地区では平均を上回る値を示し
ている。
表2－1 GDPによる地域の比較
単位：元，％
一人当たり 農業人口比率
ウルムチ市 17,780 19.8
サンジ州 9,312 60.3
北新疆 トルファン地区 13,059 74.3
イリ州 5,832 62.8
アルタイ地区 6,563 57
キズリス州 2,468 77.2
カシュガル地区 2,650 79.8
南新疆 アクス地区 5,429 73.8
バインゴルン州 13,514 60.1
ホータン地区 1,977 86.1
新疆全体 8,382 86.1
資料は，新疆人民出版社「新疆統計年鑑」，2002年より作成。
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２）人口と耕地面積の推移の比較
① 新疆全体
新疆ウイグル自治区の各地域における城鎮（都市
と町）人口と農村人口，そして農業従事者人口や耕
地面積，それに農業機械台数といったものの数値の
推移を，1994年から2002年にかけて新疆全体と北
新疆，南新疆の大まかな２つに分けて見ていく。こ
れにより，各都市の経済面や農業面の発展の推移を
明確にする。
新疆全体で見てみると，総人口は年を追うごとに
増加している。だが，これを城鎮と農村の人口に分
けて見ると，城鎮の人口は2001年から急激にその数
を減少させており，逆に農村の人口が増加している。
ただその変化は農業人口と耕地面積にはさほど影響
せず，その増加率は安定しているといってよい。し
かしそれでも耕地面積の増加に対する農業人口の増
加率は高く，一人当たりの耕地面積が年々減少する
結果となっている。
② 北新疆：ウルムチ市・サンジ州・トルファン地
区
北新疆のウルムチ市は区都でもあるため，最も都
市化の進んでいるところである。そのため，近郊に
位置する農村地や耕地は年々都市化の影響によりそ
の姿を消していっている状態である。
表2－3によると人口推移は，1990年代には安定
して人口が増加している。それを都市・農村の人口
に分けると，2001年になって農村の人口が半数近く
にまで減少しており，翌年も更に減少するという結
果になっている。おそらくこれは，都市化による行
政区画の整備によって，以前まで農村であった地域
が都市つまり城鎮の地域として変えられたためだと
予測される。そのために都市の人口は2001年には農
村とは逆に18万人近い増加を示している。そして農
業人口も1999年から2001年にかけて４万人近い増
加を示しており，翌年にかけても一年の間で1990年
代には見られないほど増加が見られる。他に，耕地
面積が減少し続けるという結果も出ている。これは
つまり，１人当りの耕地面積が年々縮小されてきて
いるということである。
サンジ州はウルムチ市の北西約30km付近に位
置し北新疆で一番の農業地域である。穀類を除けば
主に綿の生産が主流で，次いでスイカ，牧畜などが
行われている。近年ではこの地域にも都市化の傾向
が見られている。
人口の推移としては2002年で総人口は150万人
にまで増加している。農村人口は都市化の影響によ
り基本的に減少し続けている。それでも農業人口に
は影響を与えることはなく，農業人口は緩やかに増
表2－2 新疆ウイグル自治区における人口と耕地面積の推移 単位：人，ha
1994 1997 1999 2001 2002
総人口 16,327,048 17,180,800 17,750,000 18,761,899 19,051,900
都市人口 7,854,325 8,607,600 9,286,800 6,332,141 6,447,163
農村人口 8,472,723 8,573,200 8,463,200 12,429,758 12,604,737
農業人口 10,742,975 11,133,499 11,496,700 12,097,916 12,211,159
耕地面積 3,124,150 3,228,760 3,383,940 3,364,660 3,364,660
一人当たりの耕地面積（ａ） 29.1 29 294 27.8 27.6
資料は，新疆人民出版社「新疆統計年鑑」，1994年から2003年より作成。
＊総人口は，都市人口と農村人口を足した数字である。
表2－3 ウルムチ市の人，と耕地面積及び機械台数の推移 単位：人，ha，台
1994 1997 1999 2001 2002
総人口 1,396,520 1,519,415 1,579,158 1,690,301 1,757,193
都市人口 1,243,753 1,365,284 1,425,705 1,605,497 1,688,895
農村人口 152,767 154,131 153,453 84,804 68,298
農業人口 245,216 278,185 279,054 321,410 347,050
耕地面積 34,240 34,520 34,020 33,410 33,410
農業機械台数 5,336 5,765 5,749 7,088 7,092
一人当たりの耕地面積（ａ） 14 12.4 12.2 10.4 9.6
一戸当たりの農業機械台数 0.087 0.083 0.082 0.088 0.082
資料は，新疆人民出版社「新疆統計年鑑」，1994年から2003年より作成。
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加を続けている。1999年から90万人を超えたこの
農業人口はその後，2001年から2002年にかけて多
少の減少を示しているが，全体的に見れば安定して
いるといってよい。耕地面積も徐々にその面積を拡
大させており，一人当たりの耕地面積は表に示した
どの都市よりも群を抜いて広い。農業機械の台数も
増加し続けていることから，サンジ州では１人当た
り耕地面積，１戸当たり農業機械台数共に増加を示
している。
トルファン地区の農産物は収益的には果物が主流
で，なかでもブドウが多く生産され，次いでメロン
となっており，これらの作物の収益は比較的高い。
また，古くはシルクロードを利用していた時代から
の歴史があり，現在は観光地としても有名で，観光
客でとても賑わっている都市である。
総人口の推移は大きな変化は見られないが，徐々
に増加の傾向にある。農村の人口にはその変化自体
が起こっていない。1994年と2002年を見比べても，
その差はおよそ5,000人程度でしかない。農業人口
の推移は所々で減少している部分が見られるが，
徐々に増加してきている。ただ対照的に耕地面積は
減少傾向にある。農業機械台数に関しては，1999年
まで増加をしていたが，2001年以降横ばいになって
いる。同様に１戸当たり農業機械台数の値も2001年
までは増化を示していたが，以後横ばいになってい
る。一人当たり耕地面積でも全年間を通して減少す
る傾向になっている。他には一般的に北新疆とは
違って農業人口が都市人口を上回っているという特
徴も見られる。
③ 南新疆：キズリス州・カシュガル地区
南新疆のキズリス州は元々土地自体の広さがな
く，また住んでいる人のほとんどが農家であり以前
は小麦やトウモロコシといった主食となる食料が主
流となって生産されていた。作付面積的には現在で
もそれらの農産物が上位を占めているが，最近は収
益の高い葡萄の生産が盛んになってきている。
総人口としては５つの都市の中では最も人口が少
ない。表2－6によると総人口は増加を示しており，
その内容としても都市・農村人口ともに安定的に増
加している。農業人口も比例して増加してきている
が，耕地面積は年々減少を続けている。しかし，耕
地の減少に反し農業機械台数は増加を続けており，
それにより一戸当たり機械台数も年々徐々に増加し
てきている。
カシュガル地区は新疆の代表的な農業地域であ
り，新疆で２番目に大きな都市である。その歴史は
表2－4 サンジ州の人口，耕地面積及び機械台数の推移 単位：人，ha，台
1994 1997 1999 2001 2002
総人口 1,368,724 1,437,767 1,481,848 1,507,697 1,527,202
都市人口 326,798 959,452 998,973 1,126,067 1,154,784
農村人口 541,926 478,315 482,875 381,630 372,418
農業人口 871,681 891,365 912,371 925,445 921,155
耕地面積 286,770 296,090 305,360 308,070 308,070
農業機械台数 30,532 39,665 51,640 55,395 56,963
一人当たりの耕地面積（ａ) 32.9 33.2 33.5 33.3 33.4
一戸当たりの農業機械台数 0.14 0.178 0.226 0.239 0.247
資料は，新疆人民出版社「新疆統計年鑑」，1994年から2003年より作成。
表2－5 トルファン地区の人口，耕地及び機械台数の推移 単位：人，ha，台
1994 1997 1999 2001 2002
総人口 504,632 548,224 546,017 559,240 566,854
都市人口 347,869 386,927 386,578 397,091 405,000
農村人口 156,763 160,297 159,441 162,149 161,854
農業人口 390,708 161,297 416,647 422,483 421,433
耕地面積 43,270 417,550 40,900 35,530 35,530
農業機械台数 7,280 41,770 14,478 15,231 14,681
一人当たりの耕地面積（ａ） 11.1 10 9.8 8.4 8.4
一戸当たりの農業機械台数 0.075 0.113 0.139 0.144 0.139
資料は，新疆人民出版社「新疆統計年鑑」，1994年から2003年より作成。
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どの都市よりも古く，トルファンと同様に現在は有
名な市場（バザール）が観光地として脚光を浴びて
いる。生産物としては，砂漠の多い地域でもあるた
め，綿花や小麦やとうもろこしの生産が行われてい
る。
総人口は300万人を超えており，割合としてはど
の年を見ても農業従事者が総人口の80％以上を占
めている。５つの都市のなかで唯一都市人口よりも
農村人口のほうが高い都市でもある。南新疆の食糧
生産面において大きな役割を果たしている都市だと
いっても過言ではないだろう。農業人口は全体を通
してゆっくりと増加を示しており，耕地面積は1999
年までは増加しているが，その後減少している。そ
のため１人当たり耕地面積は2002年において14.5
haとなっているのである。しかし，農業機械台数は
年々増加し続けており，2002年には１戸当たり
0.089台になっている。
⑵ 考察
１）北と南の統計的比較
これらのことから北新疆の特徴としては，都市人
口と農村人口の差が激しく，ウルムチ市という経済
の中心地があるために運搬や輸出といった交通機関
や市場条件の拡大から，穀物のほかにも野菜や果物
といった収益の高い農産物の生産が行えるという所
である。また南新疆の特徴は都市・農村・農業の人
口の中では，農業人口や農村人口の割合が高いとこ
ろである。特にカシュガルでは，都市人口よりも農
村人口の方が多いのである。
各地域・都市別で見ていくと，一人当たり耕地面
積はサンジ州が群を抜いて多い。また一戸当たり農
業機械台数と一人当たり30a以上の土地を経営管
理するということ，更に年々一人当たり耕地面積が
増加し続けていることが特徴である。
表2－8は北新疆と南新疆で大規模農業地帯であ
るサンジ州とカシュガル地区を対象にそれぞれの比
較を行った総括表である。これによると，サンジ州，
カシュガル地区ともに，耕地面積，農業従事者の値
が増加している。しかし，それを一人当たり耕地面
積に換算すると，サンジ州は増加を示しているが，
カシュガル地区は減少傾向にあり，その差は18aか
ら18.9aと広がっている。農業従事者数が増加し
て，一人当たり耕地面積も増加させている北側は，
農地開発が南側よりも進んでいるといえる。またこ
れは総耕地面積が，カシュガル地区はサンジ州より
も95,870ha広いが，１戸当たりが所有している農
表2－6 キズリス州の人口，耕地及び機械台数の推移 単位：人，ha，台
1994 1997 1999 2001 2002
総人口 402,932 419,600 432,373 444,923 451,946
都市人口 229,244 237,060 243,025 251,846 256,470
農村人口 173,688 182,540 189,348 193,077 195,476
農業人口 318,804 329,738 339,342 346,602 348,929
耕地面積 40,090 41,640 41,770 34,930 34,930
農業機械台数 2,006 2,852,313 4,092 4,873 5,419
一人当たりの耕地面積（ａ） 12.6 12.6 12.3 10.1 10
一戸当たりの農業機械台数 0.037 0.051 0.071 0.083 0.092
資料は，新疆人民出版社「新疆統計年鑑」，1994年から2003年より作成。
表2－7 カシュガル地区の人口，耕地及び機械台数の推移 単位：人，ha，台
1994 1997 1999 2001 2002
総人口 3,028,070 3,208,994 3,341,436 3,426,857 3,487,556
都市人口 791,289 893,678 993,765 1,004,061 1,046,218
農村人口 2,236,781 2,315,316 2,347,671 2,422,796 2,441,338
農業人口 2,415,597 2,564,501 2,674,493 2,742,982 2,781,763
耕地面積 392,470 401,060 407,770 403,940 403,940
農業機械台数 14,904 24,659 26,814 39,174 41,994
一人当たりの耕地面積（ａ） 16.2 15.6 15.2 14.7 14.5
一戸当たりの農業機械台数 0.036 0.057 0.059 0.084 0.089
資料は，新疆人民出版社「新疆統計年鑑」，1994年から2003年より作成。
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業機械台数ではサンジ州の方が多いということがみ
て取れるのである。
１次産業での GDPの変化を見ると，カシュガル
地区はおよそ200万元の増加に対し，サンジ州は６
億2,000万元と比較にならないほどの増加を見せて
いる。そのため2002年の農業従事者一人当たり生産
額では3,503元の差となっているのである。
ただし，南新疆内の農家が全てこのように低い生
産性であるというわけではない。なかには北新疆の
農家より高い収入を得ている農家も確かに存在して
いる。
２）南と北の実態比較
① 南新疆の農家の現状と実態
南新疆における農家の耕地面積や，作付け作物，
家畜頭数，そして農業従事者の数，それにより得ら
れる年間の収入などを，これまでの実態調査より整
理すると次のようになる。作物に関しては全体的に
小麦の栽培を行っている農家が多く，飼養家畜に関
しては羊を飼っている農家が多い。また，農業従事
者の数から，南新疆の農家は家族経営での農業を
行っている。
② 北新疆の農家の現状と実態
表2－9は北新疆の農家に関する表である。これを
見ると全ての農家において収入が１万元以上である
ということがわかる。特にNo.１・２は郷鎮企業で労
働者を多く雇って大規模に複合経営を行っているた
め，100万元という南新疆には見られない年間純収
入を得ている。
また，北新疆では区都ウルムチ市を始め，多くの
地域で年間200mm以上の雨量という条件と，市場
までの距離が南よりも比較的近いという条件がそ
ろっているため，野菜や果物の栽培を行っている農
家が多い。家畜に関しては，表の限りでは大規模農
家と，全く飼っていない農家とで分かれている。有
畜複合経営は畑・畜産中心の経営よりも労働力が高
くなる経営形態であるため，大規模な耕地面積での
畑作を行っている家族経営農家は，家畜を飼う余裕
がないのである。
実際に有畜複合型であるNo.１の農家は家畜の管
理に雇用者３人を，No.２の農家は７人の労働力を
投入している。労働力が２人しかいない家族経営農
家では家畜を飼う余裕はないといえるだろう。
したがって，北新疆側では，一般家族経営農家に
おいて収入を支える農産物は畜産よりも野菜や葡萄
といった作物に比重があるといえるのである。
表2－8 統計による北新疆と南新疆での農業構造の総括 単位：人，ha，台
北新疆（サンジ州) 南新疆（カシュガル地区)
農業要素 1998年 2002年 1998年 2002年
耕地面積 301,550 308,070 406,280 403,940
農業従業者 899,437 921,155 2,626,593 2,781,763
農業機械台数 50,728 56,463 35,009 41,994
農業生産総額（１万元） 166,120 478,698 332,945 470,999
一人当たりのGDP 6,939 9,312 2,230 2,650
一人当たりの耕地面積（ａ） 33.5 33.4 15.5 14.5
一戸当たりの農業機械台数 0.23 0.245 0.079 0.089
資料は，新疆人民出版社「新疆統計年鑑」，1994年から2003年より作成。
表2－9 北新疆のにおける農民世帯の状況
No 耕地面積(ａ) 主な作物 家畜（頭) 年間純収入(元) 家族人数 農業従業者
１ 1,600 葡萄・トウモロコシ 牛12，羊330，鳩1,000，アヒル70 106.8万元 ３人 43人
２ 160 小麦・トウモロコシ・野菜 なし 104.5万元 ４人 11人
３ 72 野菜 なし ２万元 ６人 ２人
４ 216 野菜 なし ４万８千 ４人 ２人
５ 144 野菜 なし ４万 ４人 ２人
６ 165 小麦・ジャガイモ なし １万４千 ４人 ２人
資料は，市川治・宮浦徹「中国・新疆ウイグル自治区における有畜複合経営の展開条件」，（2000年）より引用。
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３）南新疆と北新疆の比較考察
① 実態の比較検討
これまでのことを基に，北新疆と南新疆の農家の
差を見比べてみる（表2－10～13）。北新疆の数値に
ついては，No.１とNo.２の農家は規模的に家族経
営とは考えにくいため除外し，No.３からNo.６ま
での平均としてみることにする。
この表を見ても分かるように，やはり北新疆と南
新疆とでは実際に農業構造に大きな違いが見られ
る。特に耕地面積の北新疆と南新疆での平均の差は
102.95aと著しいものがある。農業従事者の数では
北新疆よりも南新疆のほうが多いことから，北新疆
では機械の投入と耕地面積が拡大されているという
ことが考えられる。
② 比較考察の要約
これまで見てきたことを要約すると，次のとおり
である。
第一に，農家における最も重要な土地生産性につ
いては，北新疆よりも南新疆のほうが高いという場
合がある。それは，家畜を飼育し，販売している農
家の場合である。しかし，表2－11のより土地生産
性の平均から見た場合では，南新疆の方が北新疆よ
りも生産性が高い関係になっていると示される。
第二に，またこれを労働従事者１人当たりの労働
生産性で見ると，南新疆の方が北新疆より農業従事
者の数が多いこともあり，北新疆の方が南新疆より
も高い数値を示すという関係になっている。家畜を
飼育し，販売しても一人あたり労働生産性では南よ
りも北のほうが高くなっているのである。
第三に，さらに，上層の農家だけに限定し，その
平均を見ると，南新疆よりも北新疆の方が一戸当た
り純収入と一人当たり労働生産性が高い。
つまり，経営耕地規模の差が一戸当たり純収入の
差となり，一戸当たりの農業従事者の差が労働生産
性の差としてあらわれ，一般的に北の農家のほうが
経営規模の拡大が進み機械化が進展しているとみら
れる。
⑶ 農業構造の変化と郷鎮企業の出現
これまで，北新疆と南新疆に分けて，農業構造の
変化をみてきた。耕地面積や農業従事者人口，それ
に農業機械台数などから，北新疆の農家のほうが南
新疆の農家よりも耕地面積を多く所有し，かつ，多
くの農家が農業機械の導入を行っている。北新疆の
農家は農業収益を増加させ，農業機械を利用し南新
疆に比べ大規模な農業を行っていることを明らかに
した。
具体的には，実際の北新疆と南新疆の農家間での
耕地面積，作付け作物，飼養している家畜頭数，そ
して各農家での農業従事者数とそれらによる年間純
収入を比較し，考察を行った。それにより，北新疆
の農家は南新疆の農家よりも耕地面積や年間収入が
高いということを明確にした。また北新疆の農家１
戸当たりの農業従事者はほとんどが２人と少数であ
る。それにもかかわらず大規模な農業経営が行なわ
れていることから，農業機械の利用の高さも裏付け
られた。勿論，南新疆内にも北の農家に劣らない収
益を上げている農家は存在する。すなわち南新疆で
も，都市のカシュガル市などでは農業経営の規模の
拡大や機械化を進め，収益の増大をもたらしている
農家も存在してきている。これらの地域農業の展
開・構造的な変化が，政策的に導入された郷鎮企業
の展開とも大きく関連しているのである。そして，
ウルムチやトルファン，カシュガル等で，農業・畜
産部門を導入した郷鎮企業も登場することになるの
である。
表2－13 上層農家における１戸当たり純収入と
各生産性の比較 （元)
北新疆 南新疆
１戸当たり純収入 36,000 28,750
土地生産性 250 280.5
一人当たり労働生産性 18,000 8,214.3
このデータは実態調査より作成。
表2－10 北と南による実際の農家構造の差異
単位：人，ha，台，元
北新疆 南新疆
平均１戸当たりの耕地面積 149.25 46.3
平均１戸当たりの家族人数 4.5人 6人
平均１戸当たり農業従事者 2人 3.1人
平均１戸当たり年間純収入 30,500 10,500
データは，新疆人民出版社「新疆統計年鑑」，2003年より作成。
表2－11 各地域の土地生産性 （元／10a)
北新疆 2,043.6
南新疆 2,805
このデータは実態調査より作成。
表2－12 １人当たり労働生産性 （元)
北新疆 15,250
南新疆 5,541
このデータは実態調査より作成。
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２．新疆における郷鎮企業の形成
これまで新疆・ウイグルにおける農業が構造的な
変化を遂げてきたことをみてきた。具体的には GDP
による地域の比較，人口と耕地面積の推移の比較を
行う中で，新疆の農業は構造的な変化が起こってき
ており，それによって，とりわけ北新疆と都市周辺
での農家・農業経営において大規模化・機械化が進
行してきていることを明らかにした。それと同時に，
このような農業の展開に関連して，農村に政策的に
新たな組織と言われる郷鎮企業が導入されてきたこ
とも明らかにした。ここでは，このような郷鎮企業
が地域的にどのように形成されてきたのかを，北新
疆では，代表的なサンジ州，ウルムチ市及びトルファ
ン地区，南新疆では新疆の代表的な都市・カシュガ
ルとキズリス州の現状から考察する。
⑴ 新疆における農業と郷鎮企業の関連
新疆における農業は，首都であるウルムチ市や，
サンジ州，トルファン地区のような都市化・工業化
が進行しているところで，構造的な変化をしてきて
いる。このような市区の農林牧漁業の総生産額が上
昇してきており，農牧民の収入も増加してきている。
このことに関連して，新疆では多角的な経営形態の
郷鎮企業が出現・形成されるようになった。すなわ
ち，新疆における農村の農林牧漁業総生産額は，1980
年の22億135万元より2003年の31.3倍という
688億3,187万元に増加している。これは，新疆の各
地域で郷鎮企業が出現・成長してきており，郷鎮企
業それ自体の生産額が増加していることと関連して
いる。具体的な郷鎮企業の生産額は，1980年より
125.4倍も生産額が増加していることに示される。
また，農業展開の結果，農民純収入の増加による農
村人口一人当たり郷鎮企業の生産額でも拡大し，
1980年より90倍も増えることになった。
郷鎮企業内の農業部門経営それ自体も，多角的な
経営として展開し?，農村あるいは農業の展開に大き
く関連し，大きな役割も果たしている。ここでは郷
鎮企業その形成・展開の一つの結果として郷鎮企業
の純利潤，本地域に支払った（納金）税金と支農建
農及び社会補助支出（支・建補助支出）の推移状況
を見ることにする。
郷鎮企業の純利潤の増加によって，税金と社会に
支払った補助金も高くなっていることを理解し，農
業の展開，これとの関連で郷鎮企業の形成・展開が
進んできていること，同時に，郷鎮企業の展開が農
業展開に果たした役割と関連を考察する。このこと
から新疆における郷鎮企業の形成・展開が農業と関
係が深いことを明らかにする。そして，新疆の郷鎮
企業がどんな性格を持っているのか，どんな特徴を
持っているのかを，新疆の代表的な地域の郷鎮企業
の形成・展開から明らかにすることにしたい。
⑵ 新疆における郷鎮企業の形成
１）一人当たり生産額による地域の比較
新疆で形成された郷鎮企業状況を郷鎮企業の農業
人口一人当たり生産額からみると，表2－14で示し
たように誕生時の1980年より急速に増加してきて
いる。すなわち，1980年では48元であったが，2003
年は3,362.8元になり70倍に増加している。北新疆
では郷鎮企業の農業人口一人当たりの生産額は，新
疆の平均より低い地域もあるが，平均としては北新
疆生産額が南新疆より高いのであり，ウルムチ，サ
ンジ州二つの地域も平均を上回る値を示している。
南新疆の平均生産額も1980年より増加してきてい
るが，北新疆の平均より低いものである。しかし，
この地域の中でもバイヤンゴル州は，南新疆の平均
より高い水準であり，1990年代から新疆の平均を超
えた状態が続いている様子も見られる。
２）郷鎮企業の生産活動と企業の規模及び生産性に
よる地域の比較
新疆ウイグル自治区における郷鎮企業の生産活動
を，企業数，職員数，生産額，付加価値という面で，
1980年から2003年まで新疆全体と北新疆，南新疆
からみることにする。各地域における郷鎮企業の形
成状況とその特徴を明確にする。
① 新疆全体
新疆における郷鎮企業の生産活動と企業規模を全
体でみると，表2－15で見られるように企業数が急
速に増加しており，2003年まで354,640戸に達し
た。1980年から増加した企業総数は342,519戸であ
り，約29倍になる。特にここで注目されるのは企業
数の増加倍率は，生産額の増加倍率より高いという
ことである。職員数も継続的に増加しており，総職
員数は880,874人になった。しかし，総職員数の増
加倍率は約4.6倍に増加したが，１企業当たりの職
員数では減少し，1980年の16人より2003年の2.5
人になった。
新疆における郷鎮企業の規模が，私有企業の増加
により企業規模が縮小しているという特徴を持って
いるといえる。また，生産額と付加価値も大幅に増
加している。このように付加価値の増加からも，農
産物と関係がある付加価値が高い商品を作る郷鎮企?この内容については第３章で詳しく検討する。
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業が増えてきていると考えてもよい。
新疆における郷鎮企業の生産性について，１企業
当たりの生産額と職員一人当たりの生産額から見
る。まずは表2－16で示したように１企業当たりの
生産額は最初の1980年より85年には減少し，1989
年からは増加してきた。減少理由は，1985年におけ
る企業総数の増加が，生産額の増加より高かったと
いうことである。例えば，1985年企業総数の1980年
に対する増加率が8.2倍であったが，総生産額の増
加が約3.3倍であった。また，職員一人当たりの生
産額から新疆における郷鎮企業の生産性をみると
1989年まで継続的に増加したが，2001年では減少し
ている。
⑵ 北新疆：ウルムチ市とトルファン地域
ウルムチ市は，前に述べたように地理条件や自然
表2－15 新疆における郷鎮企業生産活動と企業規模の推移
単位：戸，人，万元
1980 1985 1989 2001 2003
企業数 12,120 98,826 140,936 334,694 354,640
職員数 193,796 367,753 463,911 824,499 880,874
生産額 32,852 109,558 227,665.3 3,316,049 4,119,555
付加価値 3,136 807,174
１企業当たり
職員数
16.0 3.7 3.3 2.5 2.5
データは，新疆ウイグル自治区委員会人民 公室編「新疆輝煌50周年 1949－1999」，1999年，データは：中国統計出
版社「新疆統計年鑑」，2002，2004年から作成。
表2－16 新疆における郷鎮企業の生産性の推移 単位：元
1980 1985 1989 2001 2003
１企業当たり
生産額
27,105.6 11,085.9 16,153.8 99,077 116,161.6
職員一人当た
り生産額
1,695.2 2,979.1 4,907.5 40,219 46,766.7
データは，新疆ウイグル自治区委員会人民 公室編「新疆輝煌50周年 1949－1999」，1999年，中国統計出版社「新疆
統計年鑑」，2002，2004年から作成。
表2－14 新疆の各地域における農業人口一人当たり郷鎮企業生産額の比較 単位：元
1980 1990 1994 2001 2003 倍率(倍)??
新疆全体 48 311 1,233.2 2,741 3,362.4 70
北新疆 62.8 339.4 4,098.7 6,508.8 6,616.8 105
そのうち
ウルムチ 132 1,070 12,439.1 11,800.2 9,786.8 74
サンジ州 56 216 3,532.4 8,669.3 11,372.8 203
トルファン地区 56 176 1,583.6 2,869 3,216.6 57
イリ州 39 86 753.4 4,354.8 2,756.5 71
アルタイ地区 31 149 2,184.9 5,210.5 5,951.3 192
南新疆 30.4 98.2 924.7 1,264.6 1,918.6 63
そのうち
キズリス州 31 93 428.6 620.6 607.3 20
カシュガル地区 21 59 364.3 68.1 775.7 37
アクス地区 29 80 465.9 972 1,110.4 38
バイヤンゴル州 45 203 3,039.5 4,602 6,344.2 141
ホータン地区 26 56 325.1 60.1 755.6 29
データは，新疆ウイグル自治区郷鎮企業局の提供した「郷鎮企業主要な経済指標」，中国農業出版社「中国郷鎮企業統計年
鑑」2002，2003年から作成。
注：「倍率」というのは，1980年を１とした時の2003年の倍率を指す。
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条件に恵まれた新疆の中心に位置しており，都市化
や工業化が進んでいることから耕地面積が減少して
いる。しかし，本市の本来的な産業の中心としては
工業，特に鉄鋼業や建築業，交通・人民公社に作ら
れた織物会社等である。ウルムチ市は，改革・開放
が始まった1978年に中国政府に新疆の中では一番
始めに「対外開放城市」と認められた。また，本地
域に野菜や畜産品など農産物を供給してくれる新疆
の中で一番の農業地域であるサンジ州が近いという
便利な条件もある。従って，ウルムチ市の郷鎮企業
としては，交通業，建築業，織物事業，水産品及び
農産物加工，及び人工的な魚を飼うという事業があ
る。この地域における郷鎮企業の活動あるいは企業
数，職員数，生産額などでは表2－17で示したよう
に安定的に増加している。１企業当たりの職員数か
ら，1980年代には集団所有企業が盛んだったことが
わかる。１企業当たりの生産額と職員一人当たりの
生産額から企業の生産性をみると（表2－18），その
生産性が高くなっているのが特徴である。
トルファン地区は，ウルムチ市から180km離れ
た，果樹の生産地と呼ばれている地域であり，中で
もブドウが主要で，メロンも盛んである。作物とし
ては長繊維綿の生産地でもある。そのほか，本地域
は昔から歴史的に有名な地域であり，観光業も盛ん
である。このような地域に出現・形成されてきてい
る郷鎮企業では，建築業，レンガ，農産物の加工，
特にブドウ等の加工事業が主な産業といえるが，最
近では観光農業，畜産・野菜・果樹という付加価値
が高い多角的な事業を行う企業も成長している。ト
ファン地区の郷鎮企業の活動では表2－19で示した
とおり企業数，職員数でも，2001年まで継続的な増
加が見られ，その後も安定的に増加をしているとみ
表2－17 ウルムチ市における郷鎮企業活動と企業規模の推移
単位：戸，人，万元
1980??? 1985??? 1989??? 2001 2003
企業数 159 4,377 4,701 19,792 20,092
職員数 7,947 23,009 24,430 58,531 52,631
生産額 2,605 11,825 24,302.4 379,341 377,672
付加価値 69,682
１企業当たり
職員数
50.0 5.3 5.2 3.0 2.6
データは，新疆ウイグル自治区委員会人民 公室編「新疆輝煌50周年 1949－1999」，1999年，データは：中国統計出
版社「新疆統計年鑑」，2002，2004年から作成。
注：「注１，注２，注３」と表示した1980，1985，1989年の資料は全部でウルムチ県の数値を指す。
表2－18 ウルムチ市における郷鎮企業の生産性の推移 単位：元
1980??? 1985??? 1989??? 2001 2003
１企業当たり
生産額
163,836.5 27,016.2 51,696.2 191,663.8 187,971.3
職員一人当た
り生産額
3,278 5,139.3 9,947.8 64,810.3 71,758.5
データは，新疆ウイグル自治区委員会人民 公室編「新疆輝煌50周年 1949－1999」，1999年，データは：中国統計出
版社「新疆統計年鑑」，2002，2004年から作成。
注：「注１，注２，注３」と表示した1980，1985，1989年の資料は全部でウルムチ県の数値を指す。
表2－19 トルファン地域における郷鎮企業活動と企業規模の推移
単位：戸，人，万元
1980 1985 1989 2001 2003
企業数 369 5,662 8,542 20,905 21,471
職員数 9,544 19,061 20,870 38,217 40,531
生産額 1,783 6,015 16,766 121,209 134,935
付加価値 33,289
１企業当たり
職員数
26 3 2 2 2
データは，新疆ウイグル自治区委員会人民 公室編「新疆輝煌50周年 1949－1999」，1999年，データは：中国統計出
版社「新疆統計年鑑」，2002，2004年から作成。
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られる。企業の生産性においては表2－20で示した
ように１企業当たりの生産額と，職員一人当たりの
生産額をみても，いずれも良い結果を示している。
⑶ 南新疆：カシュガル地区とキズリス州
カシュガル地区は新疆ウイグル自治区の中心ウル
ムチから1,500km離れている地域に位置してい
る。新疆の中では代表的な農業地域であり，食料生
産地，油料生産地，綿花生産地，果樹生産地と呼ば
れている。農業の展開によって形成されてきた郷鎮
企業の活動と企業の規模を表2－21から見る。企業
総数と職員総数，生産額は増加している。特に企業
総数では1989年まで急速に増加し，2001年から安
定的に増加をしている。職員総数でも，ほぼ同じ状
態である。
生産額では1989年まで非常に増加したが，2001
年においては減少，（減少率で6.6％）その後，着実
に増加している。
郷鎮企業の生産性については表2－22から見ると，
企業当たりの生産性は，不安定的な増加であった。
キズリス州における郷鎮企業の活動を以下の表
2－23を参考にしながらみることにする。まず，企業
総数がずっと拡大しており，1980年より約20倍増
加したことが分かる。しかし，別の都市と比べると，
1980年における企業の総数はウルムチ市における
郷鎮企業の総数よりも高く，本地域の郷鎮企業が数
量的にそんなに少なくないと言える。それに対して，
最近の2003年ではどんな都市よりも企業の総数が
少ない。生産額からも，企業の活動があまり活発化
していないと考えられる。
また企業の生産性から見ると，１企業当たりの生
産性では，別の４都市より低いことがわかる。本地
域の中での状況を表2－24から見ると，1989年から
の職員の増加と2001年からの企業総数が増加して
いる。生産額総数が増加したにも関らず，１企業当
たりの生産額では2001年から減少，職員一人当たり
表2－20 トルファン地域における郷鎮企業の生産性の推移 単位：元
1980 1985 1989 2001 2003
１企業当たり
生産額
48,319.8 10,623.5 19,627.7 57,980.9 62,845.2
職員一人当た
り生産額
1,868.2 3,155.7 8,033.5 31,716 33,291.8
データは，新疆ウイグル自治区委員会人民 公室編「新疆輝煌50周年 1949－1999」，1999年，データは：中国統計出
版社「新疆統計年鑑」，2002，2004年から作成。
表2－21 カシュガル地域における郷鎮企業活動と企業規模の推移
単位：戸，人，万元
1980 1985 1989 2001 2003
企業数 5,405 21,861 35,782 46,837 48,748
職員数 40,558 58,461 105,673 119,240 125,800
生産額 4,129 11,914 281,901 18,669 208,009
付加価値 52,050
１企業当たり
職員数
8 3 3 3 3
データは，新疆ウイグル自治区委員会人民 公室編「新疆輝煌50周年 1949－1999」，1999年，データは：中国統計出
版社「新疆統計年鑑」，2002，2004年から作成。
表2－22 カシュガル地域における郷鎮企業の生産性の推移 単位：元
1980 1985 1989 2001 2003
１企業当たり
生産額
7,639.2 5,449.9 78,782.9 3,986 42,670.3
職員一人当た
り生産額
1,018 2,037.9 26,676.7 1,565.7 16,534.9
データは，新疆ウイグル自治区委員会人民 公室編「新疆輝煌50周年 1949－1999」，1999年，データは：中国統計出
版社「新疆統計年鑑」，2002，2004年から作成。
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生産額では2001年まで増加したものの2003年には
減少という不安的な変化であった。
小 括
ここでは新疆における郷鎮企業の地域的な形成
を，地域農業の展開との関連から統計的に把握して
きた。
北新疆における郷鎮企業の特徴は，その形成が進
み，１企業あたりの規模が大きく，企業の生産性も
高いということである。地域農業の展開によって農
業と関連がある部門が生まれてきており，その結果
として企業の生産性も高くなっているのである。こ
のことは表2－25からわかるように，北新疆である
ウルムチ市の郷鎮企業の企業当たりの生産額と，職
員１人当たりの生産額が南のカシュガル地区の郷鎮
企業よりも高い。トルファン地区における郷鎮企業
の職員総数と生産額は，南新疆にあるカシュガル地
区における郷鎮企業の企業総数と職員総数より低い
状態であるが，１企業当たり生産額と職員１人当た
り生産額では高い。南新疆にあるカシュガル地区に
おける郷鎮企業の企業数と職員数では，トルファン
地区より高いが，１企業当たりと１職員当たりの生
表2－23 キズリス州における郷鎮企業活動と企業規模の推移
単位：戸，人，万元
1980 1985 1989 2001 2003
企業数 658 982 3,057 12,570 12,469
職員数 4,575 5,008 14,986 23,591 23,599
生産額 765 2,474 5,886 21,509 21,183
付加価値 8,470
１企業当たり
職員数
7.0 5.1 4.9 1.9 1.9
データは，新疆ウイグル自治区委員会人民 公室編「新疆輝煌50周年 1949－1999」，1999年，データは：中国統計出
版社「新疆統計年鑑」，2002，2004年から作成。
表2－24 キズリス州における郷鎮企業の生産性の推移 単位：元
1980 1985 1989 2001 2003
１企業当たり
生産額
11,626.1 4,940.1 19,254.2 17,111.4 16,988.5
職員一人当た
り生産額
1,672.1 4,940.1 3,927.7 9,117.5 8,976.2
データは，新疆ウイグル自治区委員会人民 公室編「新疆輝煌50周年 1949－1999」，1999年，データは：中国統計出
版社「新疆統計年鑑」，2002，2004年から作成。
表2－25 統計による北と新疆における郷鎮企業の形成特徴のまとめ 単位：戸，人，元
北新疆 南新疆
ウルムチ市 トルファン地区 カシュガル地区 キズリス州
1980 2003 1980 2003 1980 2003 1980 2003
企業数 159 20,092 369 21,471 5,405 48,748 658 12,469
職員数 7,947 52,631 9,544 40,531 40,558 125,800 4,575 23,599
生産額 2,605 377,672 1,783 134,935 4,129 208,009 765 21,183
１企業当たり
職員数 50 2.6 26 2 8 3 7 1.9
１企業当たり
生産額 163,836.5 187,971.3 48,319.8 62,845.2 7,639.2 42,670.3 11,626.1 16,988.5
職員一人当た
り生産額 3,278 717,558.5 1,868.2 33,291.8 1,018 16,534.9 1,672.1 8,976.2
農業人口一人
当たり生産額 132 9,786.8 56 3,216.6 21 775.7 31 607.3
データは，新疆ウイグル自治区委員会人民 公室編「新疆輝煌50周年 1949－1999」，1999年，データは：中国統計出版社「新疆統計年鑑」，2002，
2004年から作成。
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産性ではトルファン地区より低いことからも，南新
疆における郷鎮企業の展開が北新疆より進んでいな
いということがわかる。このことから，南新疆と比
較して北新疆の方が郷鎮企業の形成・展開が進んで
きているとみられる。そこで，次に具体的な実態・
優良事例から，さらに新疆における郷鎮企業の形
成・展開，そこでの問題点と課題を詳細に考察して
いくことにする。
第Ⅲ章 新疆における郷鎮企業の類型的な展開
は じ め に
本章では，地域農業の展開との関連で形成・展開
してきた，新疆における郷鎮企業を部門別所有形態
別に類型化し，その類型的な展開要因を明確にする。
とりわけ，新疆の郷鎮企業は，地域農業との関連が
強く，農業関連部門や農業部門を包含するものが大
きな位置と役割を持っており，類型ごとに展開要因
が異なると考えられる。そこで，類型的な展開要因
を事例を踏まえて考察する必要があると考える。そ
してこれを通じて，新疆における郷鎮企業の展開の
可能性と方向を明らかにする。
これまで論じてきたように郷鎮企業は，1978年か
ら始まった中国農村改革過程において農村内部で誕
生した新たな組織であり，かつて人民公社時代に公
社や生産大隊などが経営した「社隊企業」が，人民
公社の解体によって郷営や村営の集団経営企業に再
編されたものである。1984年以降「社隊企業」に加
え，「私営企業」やパートナーシップ経営という「民
営企業」を含めて，農村内の企業を「郷鎮企業」と
呼ぶようになった。郷鎮企業の形成目的は，①農村
企業の繁栄，②農民収入水準の向上，③農村内過剰
労働力の吸収，④工業化進展を推進させることであ
る。郷鎮企業は，一般に大きく集団企業と私有企業
とに区分ができる。事業形態，農業，工業，サービ
ス業等の事業となる。このような郷鎮企業は，急速
な成長を遂げ（表3－1，2，3，4）現段階では新疆の
国民経済にとってなくてはならない構成部分になっ
ている。
郷鎮企業を類型化するのは，部門別及び所有形態
別にその形成・展開が異なると考えられるからであ
る。つまり，新疆における郷鎮企業を部門別所有別
及び業種別に分類して考えると，最初集団所有制で
あった社隊企業から現在の集団所有制企業，個人企
業及びそのほかの企業という所有構成に変動してき
ている。
郷鎮企業事業別では，最初の農村副業を中心とし
た手工業から現在の交通，商業などのサービス事業，
畜産，野菜，果樹，小麦などの農業生産，衣類，食
品製造，食品加工などの工業生産という多角的な経
営形態である事業構造に変動している。
また，経営類型では家族経営，共同経営，株式合
作経営まで存在するようになった。本章では，これ
まで新疆における郷鎮企業がどのように展開してき
たのか，それを類型化をして具体的に検討する。
１．新疆における郷鎮企業の類型化
第?章で述べたように新疆における郷鎮企業は，
最初集団企業を中心にした小規模な手工業や食油加
表3－1 新疆ウイグル自治区における郷鎮企業の発展状況 単位：万戸，万人，万元
年度 企業数 職員数 総産額 給与総額 純利潤 税 金 工業総産額
1980 1.2 19.4 32,851 9,816 8,466 594 13,295
1985 9.9 27.6 109,559 26,287 17,201 4,722 43,824
1990 14.4 46.4 68,299 5,194 26,994 11,177 127,841
1994 25 68.6 1,145,752 166,700 62,728 69,494 569,628
1995 28.1 74.5 1,692,333 224,014 129,032 76,479 841,315
1996 28.3 78.2 2,238,317 258,504 157,013 76,950 1,017,275
1997 28.7 78.9 2,375,844 27,921 154,969 84,152 1,547,393
1998 26.9 71.3 2,457,410 290,021 156,578 82,365 1,112,091
1999 29.7 74.9 2,736,766 311,609 164,949 93,490 1,239,596
2000 31.7 80.6 3,022,076 353,322 191,764 100,444 1,352,454
2002 35.2 86.7 3,629,499 435,623 250,466 126,732 1,591,886
1985年を１とし
た時の1995年の
倍率（倍）
2.8 2.7 15.5 8.5 7.5 16.2 19.2
1995年を１とし
た時の2002年の
倍率（倍）
1.3 1.2 2.1 1.9 1.9 1.7 1.9
注：データは，新疆ウイグル自治区委員会 公室編「新疆輝煌50周年」，2000年版，新疆人民出版より作成。
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工などの農村副業からはじまったが，現在は交通，
商業などのサービス事業を中心とした経営を行う一
方，農業，工業等の多角的な事業を行っている。農
業では牛，ウサギ，羊等の畜産と野菜，果樹，小麦
などの生産を，工業では衣類，食品製造，食品加工，
乳製品，セメント，プレハブ材等の生産を行ってい
るものが多い。サービス事業では建築，交通，商業，
旅行，飲食などの事業を手がけている。2001年の統
計によると，郷鎮企業は国民総生産（GNP）の9.3％
を産出し，国家財政収入の10.5％を提供している。
また，新疆輸出の11.1％は郷鎮企業によるものであ
り，新疆経済の重要な柱となっている。
このように急速に形成・展開してきた新疆におけ
る郷鎮企業を，類型的に分類して把握すると図１の
ようになる。つまり，郷鎮企業の部門別所有別に類
型化したものである。部門別としては農業，工業，
建築，交通，商業，旅行・飲食及びその他という部
門に分けられる。その部門ごとにまた，所有形態別
に分類することができる。すなわち，それぞれに，
集団企業と私有企業が形成されている。郷鎮企業の
所有形態別では，当初集団所有制だけであった社隊
企業から現在のような個人企業，私営企業という私
有企業まで形成・展開してきている。また，郷鎮企
業事業別では，当初農村副業を中心とする手工業基
本の社隊企業しか行わなかったものから現在は交
通，商業などのサービス事業，畜産，野菜，果樹，
小麦などの農業生産，衣類，食品製造，食品加工な
どの工業生産も行うという多角的な事業も行ってい
る。
⑴ 郷鎮企業の類型化と特徴
新疆における郷鎮企業を類型別に分けると，部門
表3－2 新疆における一郷鎮企業当たりの数位 単位：人，万元
1980 1985 1990 1994 1995 1996 1998 1999 2000
職員数 15.99 3.72 3.22 2.75 2.675 2.77 2.65 2.52 2.54
純収入 2.71 1.06 1.73 3.83 5.31 6.82 9.13 9.23
純利潤 0.69 0.17 0.18 0.3 0.39 0.48 0.58 0.56 0.6
給与総額 0.81 0.27 0.36 0.67 0.8 0.91 1.08 1.05 1.12
固定資産 2.03 0.39 1.07 1.67
工業生産額 1.14 0.32 0.51 1.84 2.28 2.82 4.13 4.17 4.27
注：データは，新疆ウイグル自治区委員会編「新疆輝煌50周年」，1999年，新疆人民出版社より作成。
表3－3 新疆ウイグル自治区における郷鎮企業の一職員当たりの推移 単位：万元
1980 1985 1990 1994 1995 1996 1998 1999 2000
純収入 0.17 0.54 1.73 1.41 2.01 2.47 3.45 3.66 4.11?
(指数) (100) (318) (1018) (830) (1182) (1453) (2029) (2153) (2418)
純利潤 0.04 0.05 0.05 0.11 0.15 2.47 3.45 0.22 0.24
(指数) (100) (125) (125) (275) (375) (6175) (8625) (550) (600)
給与総額 0.05 0.07 0.11 0.24 0.3 0.33 0.41 1.1 1.12
(指数) (100) (140) (220) (480) (600) (660) (820) (2200) (2240)
工業総生産額 1.11 0.1 0.16 0.68 0.86 1.02 1.56 1.66 1.68
(指数) (100) (９) (14) (62) (78) (92) (141) (150) (151)
注：データは，新疆ウイグル自治区委員会研究室編「新疆輝煌50周年」1999年，新疆人民出版社より作成。
注：「＊」というのは2001年の数字を指す。
表3－4 新疆における郷鎮企業の国民経済と農民に対した貢献状況 単位：％
GDPに対する
郷鎮企業の割合
財政収入に占める
郷鎮企業の割合
農村労動力に占める
郷鎮企業職員の割合
農民純収入に占める
郷鎮企業給与の割合
1996 1997 1998 1996 1997 1998 1996 1997 1998 1996 1997 1998
中国 26 27.3 27.9 33.3 20.1 17.1 29.8 28.4 27.3 14.2 30.5 31.4
新疆 5.7 6.2 5.4 15.9 6.4 4.7 24.5 25.4 21.3 8.4 21.6 20.8
注：データは，中国農業部編「中国統計年鑑と中国郷鎮企業統計年鑑」（1997，1998，1999年）より作成。
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別，及び所有形態別に分けることができる。所有形
態別では，大きく集団（郷鎮）企業と私有（郷鎮）
企業に類型化できる。このような所有形態別に企業
の生産額をみると，表3－5に示したように2000年
の郷鎮企業総数は33.5万戸であり，うち郷や鎮及び
村営企業という集団企業は0.4万戸（全体の1.2％）
であり，1979年の企業数と比較して，25％になった。
私有企業は33.1万戸（全体の98.8％）であり，1979
年と比較して33.1倍増加した。企業数からみると私
有企業が絶対的に多く，集団企業がわずか１割余り
しかない。ところが，所有形態別企業の総生産額を
比較してみると，郷鎮企業の総生産額は全体として
331.6億元であり，そのうち集団企業は87.7億元
（全体の26.5％），私有企業は243.9億元（73.5％）
となっている。従って，１企業当たりの生産額は，
平均で9.9万元に対して集団企業は2.62万元も大
きく，私有企業の生産額は企業総数が多いことも
あって小さい。このことは，企業総数はわずか1.2％
にすぎない集団企業が総生産額では26.5％を占め，
企業総数で98.8％を占めている私有企業が総生産
額では73.5％を占めているに過ぎず，１企業当たり
の生産額の格差が大きいことが所有形態別にみた企
業の特徴であるといえる。
⑵ 郷鎮企業の部門別類型化と特徴
新疆における郷鎮企業を部門別にとってみる。す
なわち，2001年における郷鎮企業の部門別企業総
数，職員総数〔従業員数〕，生産額の構成を示したも
のが表3－6，7である。商業が10.1万戸（全体の
30.2％）で最も多く，旅行・飲食業が7.0万戸（全
体の30.25％），交通業が8.7万戸（全体の26％），
工業企業が5.7万戸（全体の17％），建築業が0.6万
戸（全体の10.5％），農業が0.12万戸（全体の0.4％）
を占めた。職員〔従業員〕の構成では，工業が26.5
万人（全体の32.2％）で最も多く，商業が10.1万人
（全体の30.2％），交通業が15.1万人（全体の
18.3％），旅行・飲食業が5.3万人（全体の19.6％）
建築業が7.5万人（全体の0.9％）農業が2.2万人
（全体の2.7％）を占めた。総生産額では，工業が148
万元で（全体の44.6％），旅行・飲食業が37.7万元
（全体の18.3％），商業が37.7万元（全体の15.6％），
建築業が45.1万元（全体の13.6％），交通業が36.1
万元（全体の10.9％），農業が3.4万元（全体の
1.1％）を占めた。
工業生産額の企業総数に対する割合が44.6％で
あったことから，企業数で全体の17％を占め，全体
の中で四番目の位置にあることから，工業企業の生
産性が高いといえる。これは，ひとつに工業企業で
は付加価値が高い事業を行っている企業の割合が増
加しているからである。１企業当たりの職員〔従業
員〕数では，平均で2.4人であったことに対して，
一番多いのは農業で18.3人，次は建築業で12.3人，
工業で4.7人，商業で1.7人，旅行・飲食で2.2人，
交通で1.3人の順であった。また，商業，旅行・飲
食及び交通業の企業総数での割合が30.2％，
20.9％，10.5％であったことからいえば，企業数が
極めて多く零細企業が多いともいえる。
以上のように，新疆における郷鎮企業は既存の統
計等で把握される。しかし，これだけでは，その実
態，とくに問題点と展開上の課題は不明確である。
そこで，次に実態把握のために，典型的な事例を検
討しておくことにする。
⑶ 新疆における郷鎮企業の事例考察
新疆自治区は，先に述べたように総面積164.7万
km?，天山山脈を境に，北部に位置するジュンガル盆
地を中心とする地域と，南部にあるタリム盆地を中
心とする地域，及び東部とに分けられる。ここでは，
先の視点から私有郷鎮企業・東新疆の多角的農業経
営の代表的なトルファン地区の事例と，集団経営・
北疆の競争力のあるウルムチ県の事例，私有企業・
図3－1 郷鎮企業の部門別，所有別分類図
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南疆の「綿花と食料の生産基地」のカシュガル地区
カギリキ県の事例を考察する。
１）農業中心の私有郷鎮企業の現状と問題―トル
ファン地区の事例スマイリ企業（Ａ企業）とシュ
ウスー企業（Ｂ企業）
新疆の東部に位置するトルファンは，海抜154m
と低い山間盆地で昼夜の寒暖差が激しいので果樹に
適した地域であり，果樹・葡萄や畜産を中心とする
郷鎮企業が活発に展開してきている。その特徴は，
果樹・葡萄と畜産・酪農，ウサギなどの生産・販売
表3－5 新疆における郷鎮企業の発展状況 単位：万戸，万人，億元
1979 1981 1985 1990 1995 2000
1979年を１
とした時の
2000年の倍
率（倍）
企業総数 1.6(100) 0.8(100) 9.9((100) 14.4(100) 28.1(100) 33.5(100) 20.9
そのうち
集団企業 1.6 0.8 0.8 0.7 0.8 0.4 0.3
(比率) 100 100 8.1 4.9 2.9 1.2
私有企業 0 0 9.1 13.8 27.2 33.1 3.6?
(比率) 0 0 91.9 95.8 96.8 98.8
職員総数 20.13(100) 19.38(100) 36.78(100) 46.4(100) 74.5(100) 82.5(100) 4.1
そのうち
集団企業 20.13 19.38 18.88 18.89 23.4 14 0.7
(比率) 100 100 51.3 40.7 31.4 17
私有企業 0 0 18.12 27.51 51.2 68.5 3.8?
(比率) 0 0 49.7 59.3 68.7 83
総生産額 3.04(100) 3.13(100) 0.98(100) 15.3(100) 64.9(100) 131.6(100) 106
そのうち
集団企業 3.04 3.13 7.53 15.48 80.9 87.7 28.9
(比率) 100 100 68.6 61.2 49.1 26.5
私有企業 0 0 3.43 9.83 84.1 73.6 21.5?
(比率) 0 0 31.2 38.8 50.9 73.5
一企業当たり
生産額(万元) 1.9 3.91 1.11 1.17 5.87 9.9 5.21
集団企業 1.9 3.91 9.41 22.11 219.25 219.25 115.4
私有企業 0.38 5.46 2.22 2.22 5.8
データは，新疆ウイグル自治区委員会研究室編「新疆輝煌50周年」1999年，新疆人民出版社より作成。
注：「＊」というのは，1985年に対する数字である。
表3－6 新疆における部門別郷鎮企業の構造状況 単位：万戸，万人，億元
指 標 合計数の中で占める比重％
企業数量 職 員 総生産額 付加価値 企業数量 職 員 総生産 付加価値
合計 33.5 82.5 331.6 80.7 100 100 100 100
農業企業 0.12 2.2 3.4 0.8 0.4 2.7 1.1 1.1
工業企業 5.7 26.5 148 35 17 32.2 44.6 43.4
建築業 0.6 7.5 36.1 8.5 10.5 0.9 10.9 10.5
交通業 8.7 11.1 45.1 11.1 26 13.5 13.6 13.8
商業 10.1 16.8 51.6 13.1 30.2 20.4 15.6 16.2
旅行・飲食 7 15.1 37.7 9.5 20.9 18.3 11.4 11.8
その他 1.3 3.3 9.8 2.8 4 3 3.5
集団企業 0.4 14 87.7 20.5 1.2 17 26.5 25.4
私有企業 33.1 68.5 244 60.2 98.8 83 73.6 74.6
注：データは，中国農業部編「中国郷鎮企業統計年鑑」，2002年より作成。
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を行うものである。トルファンは代表的な観光地で
もあることから，観光業や葡萄の加工などを行い，
生産拡大をして高い収益をあげる郷鎮企業が着実に
増えてきている。例えば，Ａ企業は，農業・観光農
業ブドウを中心とした畑・果樹・酪農等の複合経営
や多角経営という「農的」企業として展開してきて
いるこの地域内での代表的な私有企業である〔詳し
く説明は第二節でする〕。Ｂ企業主は，60歳で，職員
は６人である。うち，家族は３人（妻54歳，息子23
歳）である。経営形態は葡萄を中心とした畑・果樹，
酪農などの大規模複合経営である。畑ではとうもろ
こし，果樹では葡萄，酪農では乳牛８頭，搾牛乳４
頭，他に羊330頭，ハト100羽，アヒル70羽などを
飼養している。経営耕地は16ha，総収入は全体で
106.8万元であり，うち葡萄からの収入は93.6％
（100万元），牛・羊は1.9％（２万元），乳牛は4.5％
（4.8万元）となっている。また，Ｂ企業は，ウサギ
の消費量の増加を見越して，2000年から土地を開発
して共同経営として事業を開始した。13haの経営
耕地で（うち畑11ha，牧草地は12ha）６人の職員
を採用し，畑と畜産を行っている。畑では主にとう
もろこし，アルファルファ等を栽培し，ウサギ50羽
を飼育している。ウサギの数を増やす目的でまだ販
売していないが，それでもどうしても欲しいという
人に販売した売上金は2000年12月までで3,000元
であった。しかし，この成長・新設過程には様々な
問題がある。例えば，Ａ企業においては，乳牛の品
種改良の遅れや牛乳加工施設の未整備により需要に
対する販売が十分にできない。Ｂ企業においては，
市場開拓の方法や運搬手段のための資金不足，ウサ
ギの技術経営管理方法の未確立などの問題を抱えて
いる（表3－8参照）。
２）工業中心の集団郷鎮企業の現状と問題―八家戸
町の事例天池織物会社（Ｃ企業）
新疆の首都ウルムチ県の北に位置する八家戸町
は，耕地は68ha，人口は2,913人，１人当りの耕地
は2.7aにすぎないという工業区であるが，最近で
は第三次産業が急速に発展し，産業別 GDP構成比
が61.9％という新疆の中で一番高い比重を占めて
いる地域である。このような状況下で郷鎮企業は，
1992年まで着実に増加し，集団企業が20戸（企業総
数の42.5％），私有企業が27戸（企業総数の57.5％）
になり，それらはセメント，プレハブ材，建築材料，
織物，商業等の事業を行っている。しかし，1995年
以降には，経営規模の大きい集団企業の増加はない。
小規模私有企業の数は増加し，2001年には703戸
（97.1％）になっている。集団企業に対しては新疆の
中で第一番目として外資合作経営が導入された。こ
の中で「天池織物会社」は集団形態会社で1988年に
本町の親会社の60万元の投資によって作られた子
会社である。設立当初は職員が60人（うち管理人５
人，専門家６人）で40種類のセーターを生産し生産
量は２万枚程度，利潤は10万元以上であった。1992
年には台湾と共同経営を行い，競争力を高めている。
最近の経営状況をみると，職員が150人，生産品は
200種類，10万枚程度の織物を生産し，販売額は
1,100万元程度の水準になった。最近の出荷率は南
疆で50％，北疆で30％，山西などの内地で20％，生
産している商品の50％は消費者の注文によって生
産している。職員は20代の女性が中心である。この
企業の固定資産は1978年の60万元から1998年の
3.5億元，農民１人当りの収入は226元から6,130
元になった。集団企業の展開上の問題は，Ｃ企業に
みられるような新たな施設整備が必要になっている
表3―7 新疆における部門別郷鎮企業の展開
単位：万元，人，万元
一企業当たりの
生産額
一企業当たりの
職員数
職員一人当たり
生産額
新疆平均 9.9 2.5 4.02
農業企業 28.33 18.3 1.55
工業企業 25.97 4.7 5.59
建築業 60.17 12.5 4.06
部門別構成 交通業 5.11 1.3 3.07
商業 5.1 1.7 2.5
旅行・飲食 5.39 2.2 2.97
その他 7.54 2.5
集団企業 219.25 35 6.25
所有別構成
私有企業 7.37 2.1 3.56
データは，中国農業部編「中国郷鎮企業統計年鑑」，2002年より作成。
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が，政府以外からの資金の確保が困難であることや，
大量商品の販売先の確保が容易でないということで
ある。
３）工業中心の私有郷鎮企業の現状と問題―カギリ
キ県の事例（Ｄ企業）
新疆の南部に位置し，第２位の農業生産地区であ
るカギリキ県でも工業を中心とする私有郷鎮企業が
形成されてきている。例えば，ここでの調査事例と
した郷鎮企業は，1991年，企業主（55歳）が22万
元（固定資産14万元，流動資産８万元）を投資して
設立した，セメントを中心とする私有企業である。
2001年の前期の総生産額は1,755万元で年度計画
の27％，後期の増加額は456万元で，年度計画の
28％を達成している。工場の面積は67a，職員は15
人である。そのうち，家族は夫婦のみで，主に管理
と指導を担当している。３人が職員（技術者）で，
他の10人は臨時雇である。職員のほとんどは男性で
平均年齢26歳である。毎日の勤務時間は４～５時間
で，生産期間は４月～10月である。職員の月給は平
均400元である。今まで機械等の更新の為に6.5万
元程使った。総生産額は1992年には８万元であった
が，2000年ではセメントの生産量は800m?で，総生
産額が４万元まで減少した。この企業の出荷範囲は
本県内しかなく，本地域でも同じ商品を生産してい
る別の競争者が３社あり，それは建築会社の企業と
郷鎮企業局の管理下での企業である。よって，商品
の出荷面では，他の企業より信用度が弱く，また，
当年では供給に対する需要があまり高くなかったの
で，当年での商品出荷率は30％で，販売額は1.2万
元であった。残りの70％を次年内で値段を下げて販
売することにした。この企業の問題は，販売規模や
雇用数が少なく，臨時雇用に依存するという零細経
営で競争力が弱いということである。当地域は，農
業生産が自治区内一位のカシュガル地域の中では第
５位にも関わらず，農産物加工は微々たるものであ
る。今は，軽工業を発展させるよりも，生産量の高
さを生かした方法に切り換えていくのが良いのでは
なかろうかと考える。
２．新疆における農的郷鎮企業の展開
は じ め に
中国・新疆ウイグル自治区の農業展開に欠かすこ
とのできない要素のひとつに畑作，果樹，酪農など
の事業を行う農業部門を中心とした郷鎮企業（「農的
郷鎮企業」と呼ぶ）がある。郷鎮企業は，1978年か
ら始まった中国農村改革過程において農村内部で誕
表3－8 郷鎮企業の事例
類型 農業を中心とした私有企業
工業を中心とした
集団企業
工業を中心とした
私有企業
企業名 スマイリ企業（Ａ） シュウスーとコーウサイン企業（Ｂ）
天池織物会社（Ｃ企業） （Ｄ企業）
地域名 トルファン トルファン ウルムチ カギリキ
経営形態 農業経営 農業経営 工業経営―織物 工業経営―建築材料（セメント）
経営類型 家族経営 共同経営 株式合作経営 家族経営
経営歴史 1983年から開業 2000年５月から開業 1992年には台湾との株式合作
1991年から開業
経営耕地 16ha 経営耕地13ha，うち畑11ha，牧草２ha
不明 工場面積：67ａ；資産
が22万元
従業員 ６人（うち家族力３人） ８人（男性４人，女性４人）
150人 15人で，うち10人が臨
時雇
作物・商品
葡萄，トウモロコシ，
羊330頭，牛12頭，ハト
1,000羽，アヒル70羽
ウサギ：500羽，畑：ト
ウモロコシ，アルファ
ルファ，コウリャン
1992年前40種類，２万
枚；1992年後セーター
を中心とした200類，10
万枚
生産量800m?，生産額
は４万元
販売額
106.8万元で，うち葡萄
は100万元，牛・羊は２
万元，牛乳は4.8万元
3,000元（現在はうさぎ
の頭数を増やしており
本格的な販売はしてい
ない
販売額は1,100万元程
度，商品の出荷率は新
疆以外の山西省など内
地でも20％まで拡大
総生産額が４万元，販
売額は1.2万元
注：2002年「実態調査」より作成。
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生形成された新たな組織であり，かつて人民公社時
代に公社や生産大隊などが経営した「社隊企業」（人
民公社と生産大隊の資金と労働を基礎とした集団所
有制企業）が，人民公社の解体によって郷営や村営
の集団経営企業に再編されたものである。1984年以
降になると，人民公社時代での「社隊企業」と人民
公社の解体によって形成された「個別企業」やパー
トナーシップ経営の企業という「私有企業」を含め
て，農村内の企業を「郷鎮企業」と呼ぶようになっ
た。つまり，郷鎮企業は，人民公社の集団システム
の解体と事実上の家族農業経営制度である生産請負
制を導入してからの農村改革の成功例の一つであ
る。郷鎮企業を形成する目的は，中国・新疆ウイグ
ル政府における企業化あるいは工業化，農民の収入
水準の向上，農村内過剰労働力の吸収，農村の工業
化の進展を推進させることにあった。
郷鎮企業を一般的な所有形態別に分類すると，集
団企業（かつての社隊企業）と私有企業（個別企業，
農家共同経営）の二つに区分できる。現在新疆経済
の中での郷鎮企業は，主に私有企業を中心に成長を
遂げている。このような郷鎮企業は，事業構造その
ものが多角化し，衣類，食品製造，野菜，果樹，食
品加工，牛乳製品，セメント，プレハブ，部材の農
業，工業，建築業，交通運転，旅行，飲食などのサー
ビス事業を手がけ現在の急速な成長を遂げ，問題点
を抱えながらも，現段階では新疆ウイグルの国民経
済にとってなくてはならないものになっている。と
りわけ，最近の農業部門や農産物生産と関連すると
いう農業的企業の形成が進み，新疆の農業，農村経
済等の発展にも影響を与えている。
ここではこのような認識から，新疆・ウイグル自
治区における農的郷鎮企業が地域の農業・農家経済
の発展にどのような影響を与えてきたのかを，農業
部門（農産加工部門）を中心とした農的郷鎮企業の
展開の可能性を考察する。
⑴ 新疆における郷鎮企業の動向
これまで，そして今日も中国は農業生産を主とし
てきた国であり，総人口の大多数を農村に擁してい
る。農業・農村問題の解決は重要な国民的課題であ
る。このような中で，中国農村における郷鎮企業は
急速に展開し，大きな位置を占めてきた。郷鎮企業
統計年鑑によると，2002年における企業数は
2,132.7万戸，職員数は１億3,287.7万人，総生産額
は１兆4,043.5億万元であった。それを1980年と比
べれば，それぞれ15倍，4.4倍，21.4倍も増加した。
そのほか，このことは郷鎮企業の商品の生産量が占
める割合をみても明らかである。例えば1995年にお
いては，飲食品は中国全体の中で40％，セメントで
40％，衣類で80％，中小農具の場合では95％という
ように高い割合を示しているのである。この郷鎮企
業の特徴を要約すると次のとおりである。
新疆の郷鎮企業は，当初集団企業を中心とした小
規模な手工業や食油加工などの農村副業から始まっ
たが，最近私有郷鎮企業の形成・拡大が続いている。
これをみたのが，表3－1である。これによれば，企
業数は，1985年9.9万であったが，1995年になると
28.3万になり2.8倍も増加した。総生産額では，
1985年10億9,559万元であったが，1995年は169
億2,333万元になり15.5倍まで増加した。2000年
には，企業数が31.7万，総生産額は302億2,076万
元になり，1995年と比べるとそれぞれ1.1倍，1.4倍
に増加した。企業形態からみると，郷鎮企業の成長
を牽引したのは主に私有企業である。事業別の構造
からみると，サービス業，工業，農業等の多角的な
事業を行っているが，その中では交通，飲食，商業
などのサービス事業が中心である。例えば企業数と
総生産額という指標からみると，図3－2，図3－3で
示したようにサービス業という第三次産業中心の企
業数の比重が全体の中では非常に高い割合を占めて
いるが，販売額では第二次産業中心の企業が多数を
占めている。
つまり，第二次産業では農畜産物と関係がある加
工等を中心とする郷鎮企業の部門が徐々に成長し
た。また第一次産業中心の企業では，当初単一の農
業経営部門を行う経営が多かったが，その後付加価
値をつけた特色農業??，観光農業や，ブドウを中心し
た果樹・畑作（小麦，トウモロコシなど），酪農など
の複合経営や多角経営を行う郷鎮企業が形成されて
いる。複合経営の中身を具体的にみると，農業では
牛，ウサギ，羊等の畜産と，野菜，果樹，小麦など
の耕類生産である。
工業では衣類，食品製造，食品加工，乳製品，セ
メント，プレハブ材等の生産を行っている。このな
かの衣類，食品製造，食品加工や乳製品が農産物生
産に直接関連している。またサービス事業では建築，
交通，商業，旅行などの事業を手がけ，国民経済の
中で高い位置を占め，新疆農村・農家経済の展開に
とって重要な部分の一つになっている。
中国郷鎮企業統計年鑑によると，1998年新疆にお
ける郷鎮企業が生産した付加価値は新疆の GDPの
5.4％，財政収入に占める郷鎮企業の納税金額の割合
が4.7％，農村労働力に占める郷鎮企業職員の割合
が21.3％であった。特に，注目されるのは，郷鎮企
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業の年間給与総額の農民純収入での割合が，1996年
では8.4％であったが，1998年には，20.8％に達し
たことである。表3－9で示したように，農民の収入
が農家人口１人当たり郷鎮企業生産額の増加，すな
わち郷鎮企業の発展は，農民の収入の増加に関連し
ているように思われる。また，新疆ウイグル自治区
の消費支出にも大きな変化をもたらした。例えば，
1980年から2000年までの間に，新疆ウイグル自治
区における都市住民の年間消費支出は１人当たり
326元から2,458元に増加したが，農村住民につい
ても，１人当たり120.18元から916.47元に増加し
た。
商品の消費量から見ると，動物性食品及び牛乳・
牛乳製品に対する需要量が増加している（表3－10，
表3－11）。このように新疆における郷鎮企業の中
で，農産物と関係がある加工部門等が成長し農村の
工業化と農村・農民経済の発展に貢献しているとみ
られる。が，必ずしも十分に分析を行うだけのデー
タが揃っているわけではない。
そこで，次にみる優良事例・実例からそれを具体
的に考察することにする。
⑵ 新疆における農的郷鎮企業の典型事例の考察
ここでは，新疆の農的郷鎮企業の実態を把握する
ために典型的な地区として北疆と南疆の事例を検討
する。すなわち，北疆では，トルファン地区の集団
図3－2 新疆ウイグ自治区における産業別郷鎮企業数の推移
注：データは，新疆ウイグル自治区郷鎮企業局編「統計年報」より作成。
図3－3 新疆ウイグル自治区における産業別郷鎮企業生産額の推移
注：データは，新疆ウイグル自治区郷鎮企業局編「統計年報」より作成。
181中国・新疆ウイグル自治区における郷鎮企業の展開過程に関する研究
企業と私有企業の事例，南疆では綿と食料の生産基
地と言われているカシュガル地区の事例を取り上
げ，検討を進めることにする。
１）トルファン地区の集団企業―集団企業の事例
―ピチャン金砿明珠農業開発基地
トルファンは，東天山の南（東疆）に位置し，海
表3－9 新疆における郷鎮企業の発展と農家の純収入 単位：元
1979 1980 1985 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000
農家人口１人当
たり郷鎮企業生
産額
33.9? 36.1 140.7 318.2 371.1 367.2 711.8 1352 2018 2655 2771 2818 3235 2467
農家１人あたり
純収入 143 210 394 648 703 740 778 936 1137 1290 1500 1600 1473 1618
資料は，新疆統計局編「新疆統計年鑑」2003年版，中国統計年鑑主版社及び「新疆郷鎮企業局年報」より作成。
表3－10 新疆ウイグル自治区における農村居民の
需要が増加した農産物加工品の推移
1978 1980 1985 1990 1995 2000
食油（kg） 1.97 2.49 4.04 5.17 5.8 7.06
肉（kg） 5.76 7.75 10.97 11.34 11.29 14.63
食糖（kg） 0.73 1.06 1.46 1.5 1.28 1.28
乳製品（kg) 0.8 1.2 2.05 2.41 3.22 4.97
家禽（kg） 0.25 0.66 1.05 1.25 1.83 2.85
棉布（m） 5.63 4.3 1.03 0.9 0.44 0.3
シルク（m） 0.02 0.06 2.54 0 0.02 0.02
革靴（足） 0.32 0.51 0.07 0.67 0.69 0.66
データは，新疆ウイグル自治区統計局編「新疆統計年」2001年版，中国統計出版より作成。
表3－11 都市居民の農産物加工品に対した需要の推移
1985 1990 1995 1998 1999 2000 2000／1985
食糧（kg） 134.8 130.7 97 86.7 84.9 82.3 0.61
食油（kg） 5.8 6.4 7.1 7.6 7.8 8.2 1.42
牛･羊肉（kg) 2.1 3.3 2.4 3.4 3.1 3.3 1.63
家禽（kg） 3.3 3.4 4 4.7 4.9 5.5 1.68
卵（kg） 6.9 7.3 9.8 10.7 10.9 11.2 1.64
乳製品（kg） 5.2 7.3 9.2 11.6 11.55
水産品（kg） 7.1 7.7 9.2 9.9 10.3 9.9 1.39
食糖（kg） 2.5 2.2 1.7 1.8 1.8 1.7 0.67
タバコ（kg） 36.2 35.2 28.6 27.3 26.8 27.5 0.76
棉布（m） 2.6 1.3 0.5 0.4 0.3 0.3 0.12
シルク（m） 0.5 0.4 0.2 0.1 0.1 0.03 0.06
洋服（枚） 2.9 2 5.4 5.8 6.3 6.3 2.15
革靴（足） 0.6 0.6 0.8 0.8 0.8 0.8 1.42
コート（枚） 116.2 170 204.2 191.1 195.2 169.2 1.46
絨毯（m） 86.8 123.8 139.8 142.1 145.7 143.3 1.65
資料は，新疆ウイグル自治区統計局編「新疆統計年」2001年版，中国統計出版より作成。
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抜マイナス154mという中国でも低い山間盆地で
あり，新疆では典型的な乾燥砂漠地帯である。全体
的に日照時間が長く（年間2,812時間），積算温度が
高いうえに昼夜の温度差が大きく，年間降水量も非
常に少ない（年間16.4mm）ので果樹生産や綿生産
に最適の条件を備えている地域である。このような
条件で総人口（550,879人）の62％を農村人口が占
める。2001年度のトルファン統計年鑑「中国統計出
編社」によると，本地区の2000年の農業人口は34.2
万人であった。人口１人当たり耕地面積は新疆平均
の4.2mu（28a）に対し，その半分以下の1.8mu（12
a）である。トルファン地区では昔から葡萄を中心的
な作物とし，トウモロコシ，綿等が栽培されている
が，農業用水は地下水によって確保されてきている。
また，トルファンは新疆ウイグル自治区の中で代表
的な観光地と言われる地域でもあり，観光業も発展
している。
新疆ウイグル自治区においても他の地域と同様，
郷鎮企業は発展的な傾向をたどっている。郷鎮企業
局の提供した資料によると，2001年の企業数は
20,905戸で，1997年の企業数1,934戸より10.8倍
になった。産業別にみると，農的企業の増加が
42.3％，旅行・飲食業を行う企業の増加が19.4％で
あった。総企業数に占める割合は，流通業，交通運
輸業，旅行飲食業という第三次産業が高く，2001年
では89.6％であった。また，工業と建築業を行って
いる第二次産業の郷鎮企業の割合は9.9％である。
第一次産業と言われる農的郷鎮企業の割合が低い
が，近年では，果樹・葡萄や畜産を中心とする農的
郷鎮企業が活発に展開してきている。また，農業と
観光を一体にするという観光業や葡萄の加工を行う
という農的郷鎮企業も着実に増えてきている。そこ
で，これらの代表として二つの事例からみることに
する。
［事例１］集団企業の事例―ピチャン金砿明珠農業開
発基地
ここで調査対象とした明珠農業開発基地は，大規
模な集団所有制の郷鎮工業企業であるピチャン金砿
が，1996年11月に220万元の自己資本を投資して
作った子会社である。この会社は県都から22km離
れたゴビ砂漠の中に位置し，汽車の駅にも近いとこ
ろにある。年平均降水量が25.3mm，蒸発量2,751
mm，平均最高気温が40℃である。このゴビ砂漠を
先進的な潅漑技術－滴管設備で開発し，新疆の各地
区で現在生産されている果樹の全種類をここに集
め，代表的な緑色果樹園??を作っている。このような
緑色果樹園は，農業と観光が一体の観光業を行って
いる。そして，ここには開発予定の土地面積が２万
mu（1,333.3ha）あり，職員が43人（平均年齢約30
歳）いる。毎日の労働時間は８時間で，給与は従業
者が500元（会社が所有しているアパートがあり，
家賃は無料），指導者は800元である。冬になると（11
月から翌年の２月末まで），農業従業者に対して毎日
８時間の農業技術の研修を行っている。
現在は，本企業がスリランカ製の滴管設備を使用
して開発した土地面積が5,000mu（333.3ha）ある。
そのうち，342mu（22.8ha）の土地で防風林を植え，
他の開発地ではナツメを中心として葡萄80mu（12
ha），メロン，スイカ及び他の作物を生産している。
2002年の８月からは，1,000mu（149.7a）の土地で
の開発が始まった。その他，観光客のために，総面
積750m?のコテージ式ホテルを２棟作る予定で，現
在は１棟のコテージ式ホテルがすでに建設されてい
る。もう１つのコテージ式ホテルと720m?レストラ
ン面積も建築されている所であった。ゴビ・砂漠の
中にいることを感じさせないほどに整備された環境
が作られている。それと同時に農業経営の方でも生
産拡大と高い経済効果をあげ始めているのが本企業
の特徴である。例えば，2001年当初に実ができた100
mu（6.7ha）の土地でのナツメの生産性をみると，
１株当りの生産量は平均４ kgであり，ナツメの総
生産量は44,000kgにもなっている。kg当りの卸売
り価格は15元で，総売上は66万元になった。2002
年はその他の300mu（20ha）の土地でのナツメも実
ができて収穫ができるようになってきたので，今年
の生産量は176,000kg，総売上は264万元になると
いうことであった。
［事例２］私有企業事例―有畜複合の郷鎮企業
次に取り上げるのは，企業経営主・スマイール氏
の経営で，新疆ウイグル自治区を代表する大規模な
農的郷鎮企業である。家族３人と職員６人の労働力
をもとに経営をしており，経営形態では葡萄を中心
とした果樹・畑作，酪農などの大規模複合経営を営
む私有企業である。当経営は，この地域の中でも長
い歴史を持っている企業で，1983年に葡萄と畑の生
産から経営を開始した。その後，1990年代から畜産
を導入し，果樹・畑作及び酪農を一体とした有畜複
合経営として展開している。果樹・葡萄と畜産・酪
農などの多角的な生産・販売を行っている点が本企
業の特徴である。現在，畑作ではトウモロコシを作
付し，果樹は葡萄を生産している。酪農部門では乳
牛８頭，搾牛乳４頭を飼養している。他に羊330頭，
ハト100羽，アヒル70羽などを飼養している。経営
耕地面積は240mu（16.1ha），総収入は全体で
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106.8万元であり，うち葡萄が100万元，牛・羊の個
体販売が２万元，乳牛の生乳販売が4.8万元である。
総収入の構成比をとると，葡萄が93.6％，牛・羊が
1.9％，生乳が4.5％を占める。この地域の農家の平
均収入が１万元弱であることを考えると，収入が非
常に多い。
２）カシュガル地区の事例考察―私有企業のＴ食品
有限会社
Ｔ食品有限会社は私有郷鎮企業であり，カシュガ
ル市からコナシャハル県に至る国道のそばに造成さ
れた工業開発区に位置している。交通条件がとても
便利な所であり，カシュガル市とコナシャハル県と
の距離も10kmである。
この企業主トホテ・アジは26歳，５人の家族（妻
と子供が３人）で，2000年に4.5万元の自己資金を
元手に40頭の乳牛を購入し酪農経営を開始した。一
日の産乳量は平均で660kgであったが，需要が余り
無いため販売した牛乳の量は少なく，当年には総産
乳量の30％，2001年では50％を販売したにすぎな
いという状態であった。そこで，加工事業に導入す
ることを計画し，2002年の７月から乳製品の加工生
産を開始した。工場面積は5,000m?，総投資が123
万元であり，そのうち流動資金の20万元は銀行から
の借入金で，103万元が自己資金である。職員が20
人，うち技術者が２人で，そのうちの１人は県の畜
牧局から派遣され，３年契約で働いている。販売の
担当者が１人，会計士１人，乳牛の飼養管理担当者
が４人である。一日の労働時間は８時間半である。
加工している商品は加工牛乳とヨーグルトであ
る。この構成比は，加工牛乳が中心で加工商品の占
める割合が80％近くである。加工商品の販売方式と
は，第１に，本県との距離が190km程のイエケン県
と240km程離れているポスカム県に届けて販売を
するという地域外のもの（このようなことは新疆で
は珍しいことである）と，第２に，本県にある会社
の専門店を通じて地域内に販売するというものであ
る。加工商品の品質の良さを消費者から認められた
ので，その３分の２は消費者へ直接販売をしている
（先ほど述べた地域外という市場での販売を示す）。
残りの３分の１は，本会社の専門店で販売している。
2002年８月の売上は97,000元になり，対前月比
105％に増加した。加工原料として使用されている牛
乳の３分の２は，周辺の６地域の農民から１ kg当
り1.5元～1.7元で購入している。この価額はバ
ザールでの売買より0.3元～0.5元まで安いようだ
が，農家にとっては本会社に毎朝すべての牛乳を販
売することにより，固定的な収入と販売にかかるコ
ストをなくすことができるという点で大きなメリッ
トがある。バザールでの不安定な販売収入より農民
にとっては固定的な収入を得ることが重要な意味を
持つようである。
３．小 括
これまで新疆における郷鎮企業の展開を部門別所
有形態別にみてきた。この分類のなかで，新疆は，
特に農業部門を含む，あるいは関連部門をもつ郷鎮
企業が大きな比重を占めており，地域の農家・農民
の経済的な向上や就業条件の提供に大きく関与して
いることを明らかにしてきた。また，所有形態別分
類からその展開過程とそこでの問題点と課題を明ら
かにした。集団企業は，着実に売上を拡大してきて
いるが，その数の増加は，鈍化している。これに対
して，私有企業は中国の他地域の展開と同様に，拡
大・展開してきている。このように順調な展開を新
疆における郷鎮企業は遂げてきている。しかし，さ
らに発展展開を考えるとすれば，次のような問題点
の解明が必要である。
ここでの問題・課題としては，第一に，新疆にお
ける郷鎮企業の所有別形態の中で企業総数から見る
と，企業総数の中心となってきている私有企業の総
数が極めて多いということに対していえば，同じ地
域の中で同じ商品を生産する企業の数が多い。販売
規模や雇用数が少なく，臨時雇用に依存するという
零細経営で競争力が弱い企業が多い。こういうこと
は地元に暮らしている消費者の企業を利用する能力
が比較的低いということもあって企業生産性が低く
なるということをもたらしていると考える。
第二に，新たな投資資金が不足し始めているとい
う問題があげられる。とくに，企業数が増加してい
る私有企業の郷鎮企業にとっては，利息が高いので
資金の借り入れは難しくなっている。また，ほとん
どの郷鎮企業は銀行の企業に対する借り入れ条件の
中で，企業の規模や経済効果および自己資金などの
条件を満たしていないので，経営規模拡大のための
資金が不足がちになっている。このことは，新疆の
郷鎮企業の経営規模が中国の平均水準より小規模
で，経済効果もあがらないことの原因にもなってい
る。
第三に，人材不足の問題が存在している。しかし，
実際は企業と労働者の情報がうまく繫がっていな
い。新疆の各地域では，日本のような公の機関が作っ
た職員を紹介してくれる組織が完全には出来ていな
いので，企業や労働者に対して安定的な雇用を提供
することができなという問題も存在している。それ
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で，新疆で企業と労働者の情報がうまく繫がるよう
にするために企業と労働者の仲介する組織を作っ
て，円滑に人と企業の情報のやり取りができるよう
にする必要があると思われる。
第四に，技術不足の問題もある。とくに従業員や
指導者に技術力が不足している。そのことは，商品
の品質向上，競争力の確保を難しくしている原因に
なっている。そのため，企業では，ピチャン金砿明
珠農業開発基地で見たように，様々な方法で従業者
に対しての技術指導を行っている。政府も技術教育
システムを改善する必要があると思われる。
このように郷鎮企業の展開上の問題・課題につい
ても，実態分析を踏まえ明らかにしてきた。このな
かで，特に重要な問題は，農的郷鎮企業が新たな農
業関連部門，たとえば加工部門・観光部門の新設を
する場合の投資資金が不足しており，経営の多角化，
付加価値生産の拡大等，経営規模の拡大展開が厳し
い条件下にあることである。さらに，これとも関連
して，雇用者の拡大ができず，１企業当たりの労働
者・新規従業員も少なく，収益の拡大ができないの
である。とりわけ，後者の点，農業部門の郷鎮企業
にとっては，重要な課題である。
［注釈］
注１)特色農業とは，政府が推進されている，地域
の特徴を生かした事業を指す。新疆ウイグル自治
区は中国の西北に位置している典型的な乾燥砂漠
地帯である。全体的に日照時間が長く，積算温度
が高いうえに昼夜の温度差が大きく，年間降水量
がとても少ないので，葡萄，ナシ，メロン，ザク
ロ，アンズなどの果樹と綿，ベニバナの生産に最
適の条件を備えている。1999年７月，新疆ウイグ
ル自治区政府は，新疆の農業産業化を推進すると
いう方向に向け，新疆農産物の特徴と地域特性を
生かしていくために自治区特色農業資源産業化研
論会（シンポシウム）を開いた。
注２)緑色果樹園とは，農薬を使わないで健康的な
果樹生産する大規模果樹園である。
第Ⅳ章 総括と今後の展望
１．総 括
本論文の課題は，後進地域である新疆ウイグル自
治区における郷鎮企業を対象に，1978年の〝三中全
会"以降に始まった全国の農村・農業における改革・
開放によって導入されてきた農業生産責任制の推進
のもとで，新疆ウイグル自治区における郷鎮企業が，
どのような形成・展開をしてきたかを明らかにする
ことである。
これまでその形成・展開過程を実態を踏まえて考
察してきた。具体的な考察方法としては，郷鎮企業
の発展は新疆ウイグル自治区における農業の地域的
な発展と，郷鎮企業の展開がどのように関連してい
るのか，そして郷鎮企業の展開が地域の農業規模や
多角化の拡大にどのような影響を与えているかとい
う郷鎮企業の展開過程を明確にしてきた。そこで，
以下では，各章の検討結果を要約しておくことにす
る。
第?章では，中国・新疆における郷鎮企業の形成・
展開の背景を，政府の政策提起とどのように関連し
たのかを検討した。まず，中国・新疆ウイグル自治
区における郷鎮企業の形成意義を検討し，政府がど
のような決定・規則・政策を提起したのか，その政
策の提出によってどのような展開がもたらされたの
かを，画期区分し明確にした。中国は昔から農業を
中心とした農業国であり，農民の収入は主に農業に
依存すると同時に，人口の増加，耕地面積の減少，
また，中国の経済改革・開放の急速的な進展に伴い，
農民・農業・農村問題が大きな課題になってきた。
このような課題を解決するために，農村において郷
鎮企業を形成することが必要となり，1978年の中国
の11期３中会（三中全会）でも提起がなされた。中
国の全体で改革・開放という政策の公布と同時に，
農業の発展と社隊企業の発展を推進させようという
方針の基で，郷鎮企業が大きく５期に渡って形成・
展開されたのである。
これとほぼ同じように，５期に渡る形成・展開を
してきた新疆ウイグル自治区は，中国の北西部，北
緯34°25′～49°10′，東73°40′～96°23′という内陸に位
置した地域である。地域における工業の発展におい
ては，特に付加価値が高いという農産物加工企業が
立ち後れている。同時に，経済発展の後進地域に位
置しているという地域的な特徴を持っているが，新
疆の経済発展のレベルでは，一人当たりの GDPが
中国の平均水準と中国・西部地域の平均レベルより
高い位置であった。しかし，農村における郷鎮企業
の展開は中国の平均レベルより低く，遅れている後
進地域の平均レベルよりも更に低い位置にあった。
郷鎮企業は，特に農産物生産・加工と関連する部門
の新設導入の萌芽がみられる地域である。このよう
な地域的な特徴を持っている自治区における郷鎮企
業の形成は，新疆における社隊企業の萌芽期と呼ば
れる1959年において誕生したが，その後の展開で
は，その時代の歴史，自然，社会など諸要因の影響
によって成長が非常に緩慢であり，その緩慢な成長
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が1978年まで続いた。その後の展開は全国の郷鎮企
業とほぼ同様に展開をしてきた。新疆における郷鎮
企業の発展過程は，とくに1985年から1995年まで
の急速に発展を遂げた段階と，1995年から今までの
鈍化傾向を示した段階に，大きく分けられる。その
段階における郷鎮企業の展開と政策との関連を明確
にしたのである。
新疆における郷鎮企業も，当初，農村における小
規模な手工業や食油加工などの農村副業から始まっ
た。現在は交通，商業などのサービス事業を中心と
した経営を行う一方，農業，工業等の多角的な事業
を行っている。農業では牛，ウサギ，羊等の畜産と
野菜，果樹，小麦などの生産を，工業では衣類，食
品製造，食品加工，乳製品，セメント，プレハブ材
等の生産を行っている。サービス事業では，建築，
交通，商業，旅行，飲食などの事業を手がけており，
新疆経済の重要な柱となってきた。新疆ウイグル自
治区における郷鎮企業も，このように大きな流れと
しては工業部門を中心とする展開を遂げつつあり，
中国沿海部と同じような工業化の方向に進みつつ
あった。しかし，新疆においては，依然として農業
との関連が強く，農業の構造的変化とも大きく結び
ついているのである。
第?章では，新疆ウイグル自治区における農業の
展開と郷鎮企業の形成の繫がりを，南新疆と北新疆
の幾つかの地域を対象に，新疆の農業展開や構造的
な変化が進むなかで政府による郷鎮企業の農村への
導入政策の関連性を検討した。新疆の産業の中心で
ある農業が，市場経済の進行の中で構造的な変化を
遂げており，これと関連した農村での郷鎮企業の導
入は，農村の構造的な変化，特に大規模化・機械施
設化と大きく関連していた。耕地面積，作付け作物，
飼養頭数，各農家での農業従業者数，そして農業機
械台数など，北新疆における農家のほうが南新疆に
おける農家よりも経営規模が大きく，大規模化の方
向に進みつつある。その結果，北新疆の農家の収入
が南新疆の農家より高くなっているのである。この
ような農業の展開が，郷鎮企業の展開と関連し，農
業・畜産部門を導入した郷鎮企業が登場することに
なるのである。
郷鎮企業と農業展開との関連を統計的に把握する
ことから，新疆における郷鎮企業の地域的な形成特
徴を検討した。北新疆における郷鎮企業の特徴は，
郷鎮企業の形成が進み，規模が大きくなり，企業当
たりの生産額や職員一人当たりの生産額も高まり，
生産性も向上してきたことである。これは，北の都
市化・工業化が影響しており，また，市場の展開も
進んでいることも関連している。
農業構造では，農業従事者は南新疆の方が上回っ
ているが，一人当たりの耕地面積は北新疆の方が２
倍以上も多い。また，農業機械台数も北新疆の方が
上回っている。このことから，南新疆に比べて北新
疆の方が効率的に作物を栽培しているといえる。そ
のことは一人当たり GDPにも表れており，農業に
関連する郷鎮企業の形成・展開も進んでいると考え
られるのである。しかし，南新疆では農業の展開が
北新疆より遅れているから，郷鎮企業の展開でも地
域差が発生してきた。南新疆における郷鎮企業の企
業当たり生産額と，職員一人当たりの生産額及び企
業規模が北新疆に比べて低くなっているのである。
これらのように南新疆における農業の経営規模・機
械化・専業化という面から新疆ウイグル自治区にお
ける農業と郷鎮企業の展開，関連を明確にした。
第?章では，地域農業の展開との関連で形成・展
開してきた新疆における郷鎮企業を類型化し，その
展開要因を検討してきた。新疆ウイグル自治区にお
ける郷鎮企業は，農業との関連が強く，大きな位置
と役割を持っているので，その展開要因を，事例を
踏まえて考察した。そしてこれを通じて，新疆にお
ける郷鎮企業の展開の可能性と方向を明らかにし
た。郷鎮企業は，最初集団企業を中心とした小規模
な手工業や食油加工など行う副業から始まったが，
現在は交通，商業などのサービス事業を中心とした
経営を行う一方，農業，工業等の多角的な事業を行っ
ている。その結果として，新疆における郷鎮企業は
国民総生産額の9.3％を産出し，国家財政収入の
10.5％を提供している。また，新疆総輸出（額・量）
の11.1％は郷鎮企業によるものであり，新疆経済の
重要な柱となったのである。また，近年個人企業と
しての部門が主に展開されており，郷鎮企業の経営
形態の中で主流となってきている。
このように成長している郷鎮企業が，新疆ではど
のような形態で経営されているのかを，優良事例分
析をもとに形成・展開過程を明らかにしてきた。事
例１）では，Ａ企業・Ｂ企業とも有畜複合経営とし
て出現し形成を遂げており，経営的には合理化を進
めてきている企業である。このＡ・Ｂ両企業とも私
有経営形態的な郷鎮企業であり，畑や酪農及び畜産
で経営展開を行ってきた大規模な企業であった。ま
た，市場や地域の特徴を生かし，農産物などを基に
した観光農業やブドウ及びウサギなどの新たな商品
やサービスの開発を行うという努力をしてきた。近
年では更に，新疆の郷鎮企業において，Ｂ企業のよ
うにウサギを飼育管理する技術を高めるために職員
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に技術研修を受けさせるという努力も行っているの
である。新疆の郷鎮企業は，このような努力をして
きた結果，売上高も中国・西部地域における郷鎮企
業の平均水準より高くなってきている。地域にとっ
ても農業生産向上に大きな役割を果たしており，さ
らに改革・開放後の新疆農業を支えてきたのである。
大規模な農業経営を行うことで，地域内の農業者・
農家のモデル的存在となっているのである。しかし，
その成長・形成過程には様々な問題が存在している。
例えば，Ａ企業においては，乳牛の品種改良の遅れ
や牛乳加工施設の未整備のため販売が十分に出来な
いでいる。Ｂ企業においては，市場開拓の方法や運
搬手段のための資金不足，ウサギの管理方法の未確
立などという問題を抱えているのである。また，Ｔ
食品有限会社というのは，私有郷鎮企業であり，カ
シュガル市から10kmという近距離で，コナシャハ
ル県に至る国道のそばに造成された工業開発区に位
置している。工業開発区で経営を行う場合には，土
地代，借金や技術上での指導などといった面におい
て優遇的な制度があり，それを受けることが出来た
という好条件もある。従って，123万元の総投資を行
うことが可能であり，地域の農業と結びついた乳製
品の加工生産を開始し，市場を拡大し製品の種類を
増やしていくという努力も行っている。経営を始め
て１ヶ月という期間での売上は97,000元になった
のである。ところが，これからも安定的な売上高が
続くかどうかという心配も依然として根強い。
２．今後の展開上の課題
これまでみてきたように，新疆における郷鎮企業
が展開できた政策的要因としては，安価な労働力や
豊富な土地条件，政府による土地使用等の優先政策，
資金融資の利子補給，さらに売上・収入への税金が
一定期間免除される等の支援政策がある。それと同
時に，郷鎮企業それ自体の経営者・労働者達の，自
力の努力によるものである。とりわけ，新疆の特徴
である農業部門を重要な柱として包含する農的郷鎮
企業は，集団企業，私有企業ともに問題を抱えつつ
も着実に進展し，新疆ウイグル自治区の国民経済の
中で高い位置を占め，新疆農村・農民経済発展にとっ
て大きな役割を果たしつつある。今日でもこれをさ
らに発展させようと，関係者や関係機関・団体が努
力している。しかし，最近では，その展開過程のな
かで様々な問題を顕在化させてきている。例えば，
これまで取り上げた優良事例でも，乳牛の品種改良
の遅れや牛乳加工施設の未整備のため，需要に対す
る供給・販売が十分にできないという問題や，市場
開拓の方法や運搬手段のための資金不足等の問題を
抱えている。そのほかに，最近新疆のカギリキ県で
誕生した農産物を加工するというジュウス生産企業
は，まだ本格的に生産活動が始動しないうちに，生
産品の販売問題が発生している。
現在は新疆における郷鎮企業の成長では，企業集
団だけではなく私有企業も展開が厳しい状況に直面
している。その一つとして，新たな投資資金が不足
し始めているという問題があげられる。特に，企業
数が増加している私有の郷鎮企業にとっては利息が
高いために資金の借り入れは難しく，経営規模拡大
のための資金が不足がちになっている。このことは，
新疆の郷鎮企業の経営規模が中国の平均水準より小
規模で，経済効果もあがらないことの原因にもなっ
ている。そして，これから新疆ウイグル自治区にお
ける郷鎮企業の発展展開を考えるとすれば，この他，
次のような問題が指摘される。
第一に，新疆における郷鎮企業の所有別形態の中
で，企業総数から見ると私有企業の総数が極めて多
い。しかも，販売規模や雇用数が少なく，臨時的な
雇用に依存するという零細経営で競争力の弱い企業
が多い。このようなことは地元の消費者の購買力の
低さとも関係し，企業生産性の低下をもたらしてい
ると考えられる。
第二に，人材不足の問題が存在している。しかし，
実際は企業と労働者の情報がうまく繫がっていな
い。新疆の各地域では，日本のような公の機関が作っ
た職員を紹介してくれる組織が完全には出来ていな
いため，企業に対して安定的に労働者を提供するこ
とが出来ないという問題も存在している。そのため
新疆で企業と労働者の間を仲介する組織を作り，円
滑に労働者と企業間の情報のやり取りができるよう
にする必要があると考える。
第三に，技術不足の問題がある。とくに従業員や
指導者に技術力が不足している。そのことは，商品
の品質向上，競争力の確保を難しくしている原因に
なっている。そのため企業では，ピチャン金砿明珠
農業開発基地で見たように，様々な方法で従業者に
対しての技術指導を行っている。政府に対しても技
術教育システムを改善する必要があると思われる。
このように郷鎮企業の展開上の問題・課題につい
ても，実態分析を踏まえ明らかにした。このなかで
特に重要な問題は，農的郷鎮企業が新たな農業関連
部門，たとえば加工部門・観光部門の新設をする場
合，投資資金が不足しており，経営の多角化，付加
価値生産の拡大等，経営規模の拡大展開が厳しい条
件下にあることである。さらに，これらとも関連し
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て，郷鎮企業では雇用者の拡大ができず，１企業当
たりの労働者・新規従業員も少なく，収益の拡大が
できずにいるのである。とりわけ，後者の点，農業
部門を持つ郷鎮企業にとっては，重要な課題である。
このような課題があるが，全体を通じていえるこ
とは，新疆ウイグルにおける郷鎮企業は，その特徴
である地域の農業と密接不可分に形成・展開してお
り，順調に発展してきているといえる。とりわけ，
農業部門，或いは関連部門を含む郷鎮企業は中国の
他の省区に比較しても，重要な位置と役割を果たし
てきている。
中国の中において後進地域といわれる新疆ウイグ
ルにおいて，郷鎮企業は本来の主旨・政策的な方針
に合致し，順調に展開してきたと考えられる。また
これからの展開としては，これまでの優良事例が
様々な問題を克服してきたことに学び，提起した課
題を解決することが出来るなら，新疆ウイグル自治
区における郷鎮企業は益々進展していくものと考え
られる。だが，その進展は，工業化に特化するので
はなく，農業部門，農業関連部門を含んだ，あるい
は連携した郷鎮企業の着実な拡大が望ましいと考え
る。すなわち，これからの展開方向は，まさに地域
の農業展開との関連で考え，地域の農業の展開・発
展の中で郷鎮企業も発展していくことが求められて
いるのである。そしてまた，現段階においても関係
機関・団体が郷鎮企業を支援するというシステムも
必要であると考えるのである。
第Ⅴ章 本論文の要約
１．本論文の課題・目的と方法
本論文は，新疆・ウイグル自治区における郷鎮企
業の形成・展開過程において問題となっている点を
明らかにし，その展開・存続要因を明確にしようと
するものである。このテーマは，中央政府の政策的
な誘導要因にも大きく影響するが，主に新疆・ウイ
グルという地域性，特に地域農業の展開に郷鎮企業
の形成・展開が関連するという視角から，地域農業
の展開・構造的な変化のもとで郷鎮企業の形成・発
展がどのようにもたらされてきたのかを，実態分析
をもとに検討したものである。
新疆・ウイグルにおける郷鎮企業の形成・展開は，
これまで，ほぼ順調に成長・推移してきたが，最近
その成長は鈍化してきている。そこには様々な問題
点がある。その問題点を明確にすることが，今後，
新疆における郷鎮企業の展開・発展につながること
であり，地域の農民や労働者・住民の所得の向上に
なると考えるからである。
このような認識から，後進地域である新疆ウイグ
ル自治区における郷鎮企業を対象に，その形成・展
開過程を既存の統計資料の分析，及び形成・展開を
遂げつつある優良事例を類型的に選定し考察したも
のである。
２．背景・形成画期
第?章では，中国・新疆における郷鎮企業の形成・
展開の背景を，政府の政策提起とどのように関連し
たのかを検討した。まず，中国・新疆ウイグル自治
区における郷鎮企業の形成意義を検討し，政府の政
策提起によってどのような展開がもたらされたのか
を５期に画期区分し明確にした。
新疆では，とくに1985年から1995年までの急速
的な発展を遂げた段階と，1995年から今までの鈍化
傾向を示した段階に大きく二つ分け，その展開と政
策との関連を明確にしたのである。
３．統 計 分 析
第?章では，新疆ウイグル自治区における農業の
展開と郷鎮企業の形成の繫がりを，南新疆と北新疆
の幾つかの地域を対象に，農業展開や構造的な変化
と郷鎮企業が農村への導入との関連性を検討した。
北新疆における郷鎮企業の特徴は，郷鎮企業の形成
が進み，規模が大きく，１企業当りと職員１人当り
の生産額が高く，生産性も高いことである。
農業構造では，１人当たりの耕地面積は北新疆の
方が２倍以上も多い。また，農業機械台数も北新疆
の方が上回っている。このことから，南新疆に比べ
て北新疆の方が効率的に作物を栽培しているといえ
る。そのことは一人当たり GDPにも表れており，農
業に関連する郷鎮企業の形成・展開も進んでいると
考えられるのである。南新疆は，北新疆に比べて形
成・展開が進んでいない。このように農業の経営規
模・機械化という面から新疆ウイグル自治区におけ
る農業と郷鎮企業の展開，関連を明確にした。
４．類型的な実態分析
第?章では，地域農業の展開との関連で形成・展
開してきた新疆における郷鎮企業を類型化し，その
展開要因を検討してきた。新疆ウイグル自治区にお
ける郷鎮企業は，最初集団所有形態企業を中心とし
た小規模な手工業や食油加工など行う副業から始
まったが，現在は私有企業が主流で，交通，商業な
どのサービス事業を中心とした経営を行う一方，農
業，工業等の多角的な事業を行っている。その結果
として，新疆における郷鎮企業は国民総生産額の
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9.3％を産出し，国家財政収入の10.5％を提供して
いる。また，新疆総輸出額の11.1％は郷鎮企業によ
るものであり，新疆経済の重要な柱となったのであ
る。
このように成長している郷鎮企業の優良事例を類
型化し，その形成・展開過程を明らかにした。事例
１）では，Ａ企業Ｂ企業とも有畜複合経営として出
現し形成を遂げており，経営的には合理化を進めて
きている企業である。このＡ・Ｂ両企業とも私有経
営形態的な郷鎮企業であり，畑や酪農及び畜産で経
営展開を行ってきた大規模な企業であった。また，
市場や地域の特徴を生かし，農産物などを基にした
観光農業やブドウ及びウサギなどの新たな商品や
サービスの開発を行うという努力をしてきた。近年
では更に，新疆の郷鎮企業において，Ｂ企業のよう
にウサギを飼育管理する技術を高めるために職員に
技術研修を受けさせるという努力も行っているので
ある。新疆の郷鎮企業は，このような努力をしてき
た結果，売上高も中国・西部地域における郷鎮企業
の平均水準より高くなってきている。地域にとって
も農業生産向上に大きな役割を果たしており，さら
に改革・開放後の新疆農業を支えてきたのである。
大規模な農業経営を行うことで，地域内の農業者・
農家のモデル的存在となっているのである。しかし，
その成長・形成過程には様々な問題が存在している。
例えば，Ａ企業においては，乳牛の品種改良の遅れ
や牛乳加工施設の未整備のため販売が十分に出来な
いでいる。Ｂ企業においては，市場開拓の方法や運
搬手段のための資金不足，ウサギの管理方法の未確
立などという問題を抱えているのである。また，Ｔ
食品有限会社というのは，私有郷鎮企業であり，カ
シュガル市から10kmという近距離で，コナシャハ
ル県に至る国道のそばに造成された工業開発区に位
置している。工業開発区で経営を行う場合には，土
地代，借金や技術上での指導などといった面におい
て優遇的な制度があり，それを受けることが出来た
という好条件もある。従って，123万元の総投資を行
うことが可能であり，地域の農業と結びついた乳製
品の加工生産を開始し，市場を拡大し製品の種類を
増やしていくという努力も行っている。経営を始め
て１ヶ月という期間での売上は97,000元になった
のである。ところが，これからも安定的な売上高が
続くかどうかという心配も依然として根強く残って
いるなどの問題点がある。
５．考察結果・結論
新疆における郷鎮企業が展開できた政策的要因と
しては，安価な労働力や豊富な土地条件，政府によ
る土地使用等の優先政策，資金融資の利子補給，さ
らに売上・収入への税金が一定期間免除される等の
支援政策がある。それと同時に，郷鎮企業それ自体
の経営者・労働者達の，自力の努力によるものであ
る。とりわけ，新疆の特徴である農業部門を重要な
柱として包含する農的郷鎮企業は，集団企業，私有
企業ともに問題を抱えつつも着実に進展し，新疆ウ
イグル自治区の国民経済の中で高い位置を占め，新
疆農村・農民経済発展にとって大きな役割を果たし
つつある。今日でもこれをさらに発展させようと，
関係者や関係機関・団体が努力している。しかし，
最近では，その展開過程のなかで様々な問題を顕在
化させてきている。例えば，これまで取り上げた優
良事例でも，乳牛の品種改良の遅れや牛乳加工施設
の未整備のため，需要に対する供給・販売が十分に
できないという問題や，市場開拓の方法や運搬手段
のための資金不足等の問題を抱えている。そのほか
に，最近新疆のカギリキ県で誕生した農産物を加工
するというジュース生産企業は，まだ本格的に生産
活動が始動しないうちに，生産品の販売問題が発生
している。
現在は新疆における郷鎮企業の成長では，企業集
団だけではなく私有企業も展開が厳しい状況に直面
している。その一つとして，新たな投資資金が不足
し始めているという問題があげられる。特に，企業
数が増加している私有の郷鎮企業にとっては利息が
高いために資金の借り入れは難しく，経営規模拡大
のための資金が不足がちになっている。このことは，
新疆の郷鎮企業の経営規模が中国の平均水準より小
規模で，経済効果もあがらないことの原因にもなっ
ている。そして，これから新疆ウイグル自治区にお
ける郷鎮企業の発展展開を考えるとすれば，この他，
次のような問題が指摘される。
第一に，新疆における郷鎮企業の所有別形態の中
で，企業総数から見ると私有企業の総数が極めて多
い。しかも，販売規模や雇用数が少なく，臨時雇用
に依存するという零細経営で競争力の弱い企業が多
い。このようなことは地元の消費者の購買力の低さ
とも関係し，企業生産性の低下をもたらしていると
考えられる。
第二に，人材不足の問題が存在している。しかし，
実際は企業と労働者の情報がうまく繫がっていな
い。新疆の各地域では，日本のような公の機関が作っ
た職員を紹介してくれる組織が完全には出来ていな
いため，企業に対して安定的に労働者を提供するこ
とが出来ないという問題も存在している。そのため
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新疆で企業と労働者の間を仲介する組織を作り，円
滑に労働者と企業間の情報のやり取りができるよう
にする必要があると考える。
第三に，技術不足の問題がある。とくに従業員や
指導者に技術力が不足している。そのことは，商品
の品質向上，競争力の確保を難しくしている原因に
なっている。そのため企業では，ピチャン金砿明珠
農業開発基地で見たように，様々な方法で従業者に
対しての技術指導を行っている。政府に対しても技
術教育システムを改善する必要があると思われる。
このように郷鎮企業の形成・展開過程での問題・
課題についても，実態分析を踏まえ明らかにした。
このなかで特に重要な問題は，農的郷鎮企業が新た
な農業関連部門，たとえば加工部門・観光部門の新
設をする場合，投資資金が不足しており，経営の多
角化，付加価値生産の拡大等，経営規模の拡大展開
が厳しい条件下にあることである。さらに，これら
とも関連して，郷鎮企業では雇用者の拡大ができず，
１企業当たりの労働者・新規従業員も少なく，収益
の拡大ができずにいるのである。とりわけ，後者の
点，農業部門を持つ郷鎮企業にとっては，重要な課
題である。このような課題があるが，全体を通じて
いえることは，新疆ウイグルにおける郷鎮企業は，
その特徴である地域の農業と密接不可分に形成・展
開しており，順調に発展してきているといえる。と
りわけ，農業部門，或いは関連部門を含む郷鎮企業
は中国の他の省区に比較しても，重要な位置と役割
を果たしてきていることを明らかにした。
６．今後の展開上の課題
これからの展開としては，これまでの優良事例が
様々な問題を克服してきたことに学び，提起した課
題・問題点を解決することが出来るならば，新疆ウ
イグル自治区における郷鎮企業は益々進展していく
ものと考えられる。だが，その進展は，工業化に特
化するのではなく，農業部門，農業関連部門を含ん
だ，あるいは連携した郷鎮企業の着実な拡大が望ま
しいと考える。すなわち，これからの展開方向は，
まさに地域の農業展開との関連で考え，地域の農業
の展開・発展の中で郷鎮企業も発展していくことが
求められているのである。そしてまた，現段階にお
いても関係機関・団体が郷鎮企業を支援するという
システムも必要であると考えるのである。
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A Study on the Dewelopment and the problems
 
of Township Enterprises in Xnijiang China
 
1.Purpose,Problems and Approach
 
The purpose of this thesis is to clarify the
 
problems facing Township Enterprises in Xin-
jiang Uighur Autonomous Region and make clear
 
the Enterpises of its continued existence and
 
development.
Although it is certain that these problems are
 
strongly influenced by the inductive policies of the
 
Chinese Central Government, I investigate start-
ing with actual situation analysis how Township
 
Enterprises with regional characteristics was
 
established and evolved under the development
 
and structural changes of local agriculture in the
 
Uighur region.
Township factories have had a smooth develop-
ment in the Uighur region,but growth has slowed
 
because of various problems these days.
Solving these problems will lead to the further
 
development of Uighur Township Enterprises and
 
also contribute to raise income for farmers,
workers and residents.
For this reason, successful Township Enter-
prises in the undeveloped Uighur region areselect-
ed as the subject of investigation and thoroughly
 
examined.
2.Background and Period of Establishment
 
Chapter I. I  investigate the background
 
behind Township establishment and its relation-
ship with the central government.
I divide the process of Township’s development
 
in relationship with the government into five
 
periods to clarify the significance of its establish-
ment in the Uighur region.
The period is largely divided into two -an
 
especially rapid development period from 1985 to
 
1995 and a slowdown period from 1956 to the
 
present.
The relationship between Township’s develop-
ment and government policy is also clarified.
3.Statistical Analysis
 
Chapter II. Township Enrerprises in northern
 
Uighur are large-scale and prosperous,and their
 
per head／ per factory output and productivity
 
are high. The cultivated acreage is twice as
 
large as that of the south. The number of farm
 
machines in the northern area exceeds that of the
 
southern area.This fact is illustrated in the GDP
 
per head. Compared with northern Uighur the
 
establishment and development of agriculture in
 
southern Uighur has been relatively slow.
Examining agricultural scale and mechaniza-
tion I clarify the relationship between agriculture
 
in the Uighur region and Towship’s development.
4.Actual Situation Analysis
 
Chapter III. I analyze Uighur Township Enter-
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prises development with local agriculture and
 
investigate the various factors involved in their
 
development and problems encountered.
Uighur Township Enterprises started with side
 
businesses, such as small-scale handicraft manu-
facturing and food oil processing. They were
 
group-owned companies. But most of them are
 
now owned by individuals.
Service businesses,such as transportation and
 
commerce, are mainly managed by Township
 
while agriculture and manufacturing are conduct-
ed multilaterally.
As a result,Uighur Township Enterprises pro-
duce 9.3% of the GDP,and account for 10.5% of
 
financial revenue in the region. Township fac-
tories account for 11.1% of the total export sum
 
and are an important pillar of the Uighur econ-
omy.
In Example 1, both Factory A and Factory B
 
established as livestock holding multiple farming,
have developed their management and stream-
lined production.
Both of them are private-owned and large-scale
 
Township Enterprises,which have been conduct-
ing dairy,livestock,and agricultural farming.
Moreover, they have started tourist farms,
farms where people can enjoy picking apples and
 
grapes and begun new products using rabbits fully
 
incorporating local distinctive features. Further-
more Factory B holds training meetings for
 
employees to teach the skills of rabbit rearing
 
management.
Thanks to this effort,its sales figures are above
 
the average level inTownship.
Enterprises in western China. Uighur Town-
ship Enterprises play an important role in increas-
ing the harvest amounts and have devoted to the
 
development of agriculture in Uighur region after
 
the Chinese reform and opening up. Their l
 
arge-scale agriculture management is a model for
 
farmers and farms.
At the same time, certain problems exist in
 
their growth process.
For example,as the introduction of better dairy
 
cattle breeds is delayed and proper equipment for
 
milk processing is not implemented in Factory A,
its products cannot sell well.
Problems facing Factory B are lack of funds
 
for investing expanding markets, transportation
 
problem and poor management in rearing rabbits.
Food Company T. Inc. a private Township
 
factory, is a 10 km short distance away from
 
Qashqer City and is located in an industrial devel-
opment landfill area,along a national route lead-
ing to Konashagher County.
Therefore, factories there can receive favor-
able terms on land prices,loans and skilled guid-
ance. Because of these favorable conditions, it
 
was possible to invest a total 1.23 million yuan,
and to start dairy processing and increase its
 
kinds of products by expanding markets.
During the first month of production, its sales
 
reached 97,000 yuan, but it is doubtful whether
 
stable sales will continue in the future.
The successful factors in Township’s develop-
ment in Uighur region are cheap labor, natural
 
resources, government priority policy for land
 
use,the government subsidy on loan interest,and
 
temporary exemption on sales and income tax.
At the same time the efforts of both managers
 
and employees have contributed to Gouchin’s
 
success.
Although Township is agriculture-dominated,
and both private and group-owned factories have
 
various problems, they are making steady prog-
ress.
They occupy a high place in the national econ-
omy of Uighur region and play a big role in the
 
economical development of farming villages and
 
farmers.
The persons,groups and organizations involved
 
are making efforts towards further development.
But various problems have become clear.
For example, even in the successful models I
 
have taken up so far,there is delay in the intro-
duction of better dairy cattle breeds and lack of
 
proper equipment for milking processing.
Due to these problems, it is difficult to meet
 
demand and funds for expanding arkets and
 
transportation are short.
A factory in Konashaner County which pro-
duces juice is already facing problems in selling
 
its products although it has yet to begin actual
 
production.
192 阿依努尓・艾孜木
Today both private and group Township Enrer-
prises in the Uighur region face strict manage-
ment problems.
One of them lacks of new investment funds.
Private Township Enterprises which are increas-
ingly having difficulty in borrowing funds and
 
tend to be short of funds for management scale
 
expansion.
This shows that the management scale of
 
Uighur Township is smaller than the inese aver-
age scale,which is why they have little economie
 
effect.Moreover, the following problems are
 
pointed out when we consider future development
 
of Uighur Township Enterprises.
First,judging from the total number of Uighur
 
Township Enterprises toriec,there are too many
 
private factories.
On top of that,most of them are factories with
 
small sales networks.
A small number of employees and dependence
 
on temporary mployees have only weakened
 
competitiveness.
This is related to low consumer purchasing
 
power and decreased productivity.
Second, they are short of skilled labor and
 
experienced technicians.But,in fact,it seems that
 
there is insufficient  information exchange
 
between management and employees As a system
 
of public employment agency as in Japan has not
 
been completely established in the Uighur region,
Enterprises cannot enjoy a stable work force
 
Therefore,it is necessary that an organization to
 
mediate between factories and employees is
 
established and that  information exchange
 
between employees and nterprises is done smooth-
ly as soon as possible.
Third,lack of skilled instructors and employees
 
is a major problem.
This makes it difficult to improve the quality of
 
goods and secure strong,competitive power.
In order to solve these problems,factories are
 
making various efforts to raise the skills of
 
employees as can be seen at Pichan Jinkuang
 
Mengzhu Nongyie Research Facility. The gov-
ernment should also try to improve the system of
 
technical ducation.
In this way, I have clarified the problems of
 
Township s’development, based on ctual situa-
tion analysis.
Difficulty in diversification of busness, expan-
sion of valued-added production and management
 
as well as shortage of investments funds are some
 
of the sever problems being faced by Townships.
Furthermore, in relation with these problems,
Township Enterprises are unable to increase
 
employees. Namely, the number of employees
 
and newly-hired employees per company are
 
small and do not contribute to greater profits.
Above all, the latter is a very important prob-
lem for agricultural departments of Township
 
Enterprises.
G enerally speaking, despite these problems,
Uighur Township Enterprises have had smooth
 
development with inseparably close ties to the
 
local agriculture.
Compared with other counties in China,Town-
ship Enterprises have played an important role in
 
agriculture and related areas.
5.Future Growth Problems
 
When the above problems are overcome as seen
 
in the examples illustrated by other factories,
Uighur Township will surely continue to develop.
Its development, however, does not rely on the
 
specialization of industry,but it is desirable that
 
steady enlargement of Township Enterprises will
 
go on in connection or cooperation with local
 
agriculture and relevant areas. And it is abso-
lutely necessary to create a system in which
 
organizations and groups involved assist Town-
ship.
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